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（１）関連事業制度等 
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①下水道整備推進重点化事業 

 

下水道整備の早期概成を目的に、低コスト技術の採用や PPP/PFI 手法の導入等高度な創意工夫

により、一般的な下水道整備費用と比較して大幅なコスト削減を図るアクションプラン（以下、

「重点アクションプラン」という。）に基づいて行う事業のことである。 

 本事業の対象は、都道府県構想策定マニュアルに基づき策定されたアクションプランのうち、

以下をすべて満たすものとする。 

  ・低コスト技術の採用や PPP/PFI 手法の導入等高度な創意工夫が図られている事業 

  ・残整備区域における１人あたりの下水道整備費用が 60 万円以下の予定処理区（処理分区の

場合は予定処理分区）における事業 

本事業では、重点アクションプランに位置付けられた汚水に係る管渠については、交付対象の

市町村区分を、指定都市（甲）は指定都市（乙）、指定都市（乙）は一般市（甲）、一般市（甲）

は一般市（乙）、一般市（乙）は一般市（丙）、一般市（丙）は町村、町村は過疎市町村）して適

用する。 

 

【社会資本整備総合交付金交付要綱(平成29.3.31国官会第4354号)】 

附属第Ⅰ編 基幹事業 

第１章 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－７ 下水道事業 

イ－７－(7) 下水道整備推進重点化事業 

下水道整備を早期概成及び効率化を実現するため，効率的かつ適正な区域の設定や低コスト技術の採用，

PPP／PFI手法の導入等により，迅速に下水道整備を行う事業をいう。 

附属第Ⅱ編 交付対象事業の要件 

第１章 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－７ 下水道事業 

イ－７－(7) 下水道整備推進重点化事業 

１．目的 

下水道整備を早期概成するため，効率的かつ適正な区域の設定や低コスト技術の採用，PPP／PFI手法の

導入等により，迅速に下水道整備を行うことを目的とする。 

２．交付対象事業の要件 

「下水道整備推進重点化事業」とは，市町村(過疎市町村は除く。以下同じ。)が低コスト技術の採用や

PPP／PFI手法の導入等高度な創意工夫により，一般的な下水道整備費用と比較して大幅なコスト削減を図

るアクションプラン(以下，「重点アクションプラン」という。)に基づいて行う事業をいう。 

３．交付対象 

本事業の交付対象は，下水道事業を実施する市町村とする。 

４．交付対象事業の内容 

重点アクションプランに位置付けられた汚水に係る管渠については，交付対象の市町村区分を，指定都

市(甲)は指定都市(乙)，指定都市(乙)は一般市(甲)，一般市(甲)は一般市(乙)，一般市(乙)は一般市(丙)，

一般市(丙)は町村，町村は過疎市町村として適用する。 

ここでいう「交付対象の市町村区分」は，下水道法施行令第24条の２第１項第１号及び第２号並びに第

２項の規定に基づき定める件(昭和46年建設省告示1705号)に基づくものとする。 

５．重点アクションプランの社会資本総合整備計画への記載 

① 本事業を実施しようとする市町村は，社会資本総合整備計画に，②に掲げる事項を定めた重点アクシ

ョンプランを記載するものとする。 

② 重点アクションプランに定める主な事項は次のとおりとする。 

  (a) 下水道事業の整備目標 
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  (b) 目標年次 

  (c) 概算事業費 

  (d) 低コスト技術の採用やPPP／PFI手法の導入，下水道施設の統合等高度な創意工夫の内容 

  (e) その他必要な事項 

６．その他 

重点アクションプランは，「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル(平

成26年１月)」に基づき策定するものとする。 

附属第Ⅲ編 国費の算定方法 

第１章 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－７ 下水道事業 

イ－７－(7) 下水道整備推進重点化事業に係る基礎額 

 本事業の基礎額は，次のイ．に係る費用に，ロ．の国費率を乗じた額とする。 

イ．基礎額算定の対象となる交付対象事業の範囲 

本事業として実施する附属第Ⅱ編イ－７－(7)の４．に掲げる交付対象事業。 

ロ．国費率 

下水道法施行令第24条の２に規定する補助率(ただし，下水道法以外の法令により，補助率の嵩上げが

規定されている場合は，当該補助率に基づく国費率)。 

 

 

【社会資本整備総合交付金交付要綱(下水道事業)の運用について(平成29.4.25国水下企第8号，国水下事第 

11号，国水下流第4号)】 

Ⅵ．下水道整備推進重点化事業 

１．交付対象事業の要件 

(1) 本事業の対象は「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル(平成26年１

月)」に基づき策定されたアクションプランのうち，以下のいずれかに該当するものをとする。 

① 低コスト技術の採用やPPP／PFI手法の導入等高度な創意工夫が図られかつ残整備区域における１

人あたりの下水道整備費用が60万円以下の予定処理区(処理分区の場合は予定処理分区。以下同じ。)

における事業 

② 下水道施設の統合を行う方が，改築を行うよりも，経済的である事業 

(2) １．(1)①については，予定処理区単位で確認することとする。したがって，アクションプランには

本事業の適用を受ける予定処理区毎に創意工夫の内容や整備費用を明確にすることとする。 

２．交付対象事業の内容 

(1) 「重点アクションプランに位置づけられた汚水に係る管渠」とは，１．(1)①及び(2)の要件を満た

す予定処理区内の管渠，及び１．(1)②の要件を満たす統合に必要な管渠のこととする。 

３．留意事項 

(1) 本事業を実施する市町村は，上記１．(1)を満たすアクションプランを策定後，速やかに広く広報，

周知するとともに，社会資本総合整備計画に要件を満たす根拠を明記することとする。 

(2) １．(1)①に定める下水道整備費用には，処理場の増設や汚水ポンプの整備費用も含む。なお，地形

や大規模な設備増設等の特殊な事情がある場合は，個別に国土交通省と協議を行うことができる。 

(3) １．(1)②について，下水道施設の統合のために新たに必要な施設の設置と一体的な事業であり，か

つ，下水道施設の統合化に要する費用と既施設の撤去・処分費用の合計が，改築に要する費用と既施設の

撤去・処分費用の合計よりも安価である場合は，統合化に伴う既施設の撤去・処分費用も含めて交付対象

とすることができる。 

(4) 本事業を実施する予定処理区においては，中間評価及び最終評価で事業費の実績値が１．(1)の要件

を満たしていることを要件とすることとする。なお，中間評価及び最終評価で事業費の実績値が１．(1)

の要件から外れる恐れがある場合には，予め国土交通省に報告の上，相談いただきたい。 

 

【下水道整備推進重点化事業の運用について(平成28.8.15国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事 

業課事業マネジメント推進室課長補佐事務連絡)】 

 

下水道整備推進重点化事業の運用については、「社会資本整備総合交付金交付要綱(下水道事業)の運用に

ついて」(平成28年４月１日付け国水下事第111号国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課長通

知(以下，「課長通知」という。)により通知しているところですが、その取扱いについて下記のとおり補足

しますので適切な事業執行方お願いします。 
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なお、各都道府県におかれては貴管内の市町村(政令指定都市を除く。)に対しても、周知徹底方お願いし

ます。 

 記 

課長通知「Ⅵ．下水道整備推進重点化事業」１(２)の「予定処理区単位で確認することとする」とは、以

下のとおりとする。 

・単一の予定処理区(予定処理分区)での確認に限定しておらず、複数の予定処理区(予定処理分区)を１つ

にまとめて確認することも可能とする。 

・単一の予定処理区(予定処理分区)を分割して、確認することは不可とする。 
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②ＰＰＰ／ＰＦＩによる下水道管渠の面的整備に対する一括設計審査（全体設計）の

考え方について（平成２７年４月 全国下水道主管課長会議資料より） 

 

 

◆背景等 

・ 近年、ＰＰＰ／ＰＦＩに対する政府全体の推進の動き等を踏まえ、下水道事業

についても従来の処理場の工事にとどまらず、面的な管渠整備についてもＰＰ

Ｐ／ＰＦＩの推進を図っているところ。 

・ 一方で、ＰＰＰ／ＰＦＩによる面的管渠整備の場合、契約が複数年にわたるた

め、自治体において、全体設計に対するニーズがある。 

・ 現在の全体設計については、主に処理場等の大規模な工事で複数年にわたる事

業について運用しているが、ＰＰＰ／ＰＦＩによる面的な管渠整備について考

え方を整理するもの。 

 

◆全体設計に係る規定について 

・ 「社会資本整備総合交付金交付申請等要領」（事務次官通知）第２章第７ 一

括設計審査（全体設計）において、次のとおり規定。 

１ 交付金を充てて施行しようとする要素事業において、施行上設計を分割す

ることが困難なもの又は著しく不経済となるもの等で工事を一括して施工

する必要があり、かつ当該工事の施行年度が２カ年以上にわたる工事を施

工する場合は（略）設計審査を受けることができる。 

 

◆運用について 

・ ＰＰＰ／ＰＦＩによる面的管渠整備については、複数年工事（２カ年以上）で、

かつ設計・施工一括発注することによる費用削減等を図るものであり、上記に

該当。 

・ したがって、全体設計の対象工事として運用する。 

 

◆今後の進め方（スケジュール） 

・ 全国下水道主管課長会議で周知 

・ H27 年度の案件より運用開始 
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③全体設計に関する事務連絡 
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④ＰＰＰ／ＰＦＩ手法による下水道管渠整備推進事業 

 

国 水 下 事 第 ７ 号

平成２７年４月９日

各都道府県知事 

各指定都市の長 殿 

 

国土交通省水管理・国土保全局長

 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法による下水道管渠整備推進事業について 

 

昭和 46 年建設省告示第 1705 号（以下「告示」という。）第６項第 10 号に規定する別に定

めるところにより実施される事業及び別に定める主要な管渠について、下記のとおり定めた

ので通知します。 

都道府県におかれては、貴管内の市町村（指定都市を除く。）に対しても、この旨の周知

についてよろしくお願いします。 

 

記 

 

１．対象事業 

本事業は、下記に定める官民連携事業（以下「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法」という。）により下

水道管渠整備を実施する地域に適用する。 

①民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 

１１７号）第２条第２項に規定する特定事業（ＰＦＩ事業） 

②公共が資金を調達し、設計、建設を民間が一体的に実施する事業（ＤＢ事業） 

③公共が資金を調達し、設計、建設、運営を民間が一体的に実施する事業（ＤＢＯ事業） 

 

２．主要な管渠の範囲 

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法により整備される公共下水道の管渠のうち、以下で算出される全体事

業費の一定割合（以下「交付対象率」という。）の額に相当する主要な管渠を交付対象とす

る。 

 

ａ（交付対象率）＝Ｋ（交付対象事業費）／Ｓ（総事業費） 

 

Ｓ：１．の地域の下水道管渠整備に係る総事業費 



 

資料-9 
 

Ｋ：１．の地域の下水道管渠整備に係る交付対象事業費 

 

Ｓ、Ｋともに、下水道法施行令第 24 条の 2 に規定する補助率及び告示に基づき地方公共

団体等が算出した事業費とし、民間事業者の公募を開始する以前において、国と協議して決

定するものとする。 

ただし、協議内容を変更する必要が生じたときは、国と再協議を行うことができる。 
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⑤民間活力イノベーション推進下水道事業 

 

 

民間活力イノベーション推進下水道事業実施要綱 

 

平成２６年４月１日 制定

平成２７年４月９日 最終改定

第１ 通則 

民間活力イノベーション推進下水道事業の実施に関しては、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、国土交通省所

管補助金等交付規則（平成１２年総理府・建設省令第９号）、その他の法令及び関連通知の

ほか、この要綱に定めるところにより行うものとする。 

 

第２ 目的 

民間活力イノベーション推進下水道事業は、地方公共団体等が持続可能な下水道事業を実

現するとともに、エネルギー需給の逼迫といった社会背景への対応、国及び地方公共団体の

負担の軽減等を図るため、ＰＦＩ手法等（ＰＦＩ手法及び設計、施行、運営一括発注方式（DBO）

をいう。以下同じ。）を活用した下水道事業を支援することにより、民間参入を積極的に推

進するとともに、再生可能エネルギーの利用促進等を図ることを目的とする。 

 

第３ 定義 

この要綱において、「民間活力イノベーション推進下水道事業」（以下「本事業」という。）

とは、「民間活力イノベーション推進下水道事業計画（以下「事業計画」という。）」に基づ

き、地方公共団体又は民間事業者がＰＦＩ手法等により下水道施設等を整備する事業で、単

に地方公共団体が求める施設の整備を行うのではなく、民間事業者の提案により、大幅なコ

スト縮減が図られるなど、民間事業者による創意工夫が高度に発揮される形で下水道施設

（当該下水道施設に併せて一体的に整備する再生可能エネルギーの利用促進等に資する施

設を含む。）を整備するものをいう。 

 

第４ 事業主体 

本事業の事業主体は、下水道事業を実施する地方公共団体又は当該地方公共団体の委託を

受けて事業を実施する民間事業者（以下「民間事業者」という。）とする。 

 

第５ 事業計画の策定 

１. 事業主体は、共同して、又は単独で、事業計画を作成し、国土交通省水管理・国土保全
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局長に提出し、同意を得るものとする。この場合において、指定都市を除く市町村又は

民間事業者にあっては、都道府県知事を経由して行うものとする。また、市町村又は民

間事業者が同意を受けたときは、速やかに都道府県知事に報告しなければならない。 

２. 事業計画に定める主な事項は以下のとおりとする。 

(1)事業の位置 

(2)事業の目標 

(3)事業内容及び年度計画 

(4)補助金の算定根拠 

 

第６ 国の補助 

国は、事業主体に対し以下により経費の一部を補助することができる。 

(1)補助対象範囲 

①地方公共団体が事業計画に基づきＰＦＩ手法等により整備する下水道施設 

②①と一体的に下水道事業の事業効果を高めるために民間事業者が整備する施設（排 

水設備等を含む。）（以下「関連施設」という。） 

(2)補助率等 

① (1)①については、国は地方公共団体に対して下水道法施行令（昭和３４年政令第１４

７号）第２４条の２に規定する率（ただし、下水道法以外の法令により補助率の特例が

規定されている場合は、当該補助率）で補助することができる。 

② (1)②については、民間事業者に対し地方公共団体が経費の一部を助成する（地方公共

団体が民間事業者に対して下水処理場の用地等の賃料を減免する場合を含む。以下同

じ。）場合において、国は民間事業者に対し関連施設の整備に要する費用の一部を補助

することができる。ただし、以下のいずれかの額のうち最も少ない額を上限とする。 

ⅰ)関連施設の整備に要する総費用の 3 分の 1 の額 

ⅱ)民間事業者に対し地方公共団体が経費の一部を助成する額 

ⅲ)民間事業者の提案により削減された下水道施設の整備費の金額のうち、国庫 

補助負担分に相当する額 

 

第７ 事業計画の公表 

事業主体は、事業計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 

 

第８ 監督等 

１. 国土交通大臣は都道府県に対し、国土交通大臣及び都道府県知事は市町村又は民間事業

者に対し、それぞれその施行する本事業に関し、適正化法、その他の法令及びこの要綱

の施行のため必要な限度において、報告もしくは資料の提出を求め、又はその施行する

本事業の促進を図るため、必要な勧告、助言もしくは援助をすることができる。 

２. 国土交通大臣は都道府県に対し、国土交通大臣及び都道府県知事は市町村又は民間事業
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者に対し、それぞれその施行する本事業につき、本事業の適正な執行を図る観点から監

督上必要があるときは、その本事業を検査し、その結果違反の事実があると認めるとき

は、その違反を是正するため必要な限度において、必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

 

第９ 指導監督事務費 

国は都道府県知事が行う市町村（特別区を含む。）及び民間事業者に対する指導監督事務

に要する費用として、都道府県に対し指導監督事務費を交付することができる。 

 

附則 （平成２６年４月１日付け国水下事第８３号） 

本要綱は、平成２６年４月１日から適用する。 

附則 （平成２７年４月９日付け国水下事第６号） 

本要綱は、平成２７年４月９日から適用する。 
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⑥日本下水道事業団法改正概要 
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⑦下水道全国データベース 
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（２）参考技術概要 
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①下水道クイックプロジェクト 

 

下水道クイックプロジェクトについては、早期かつ機動的な整備が可能となる新たな整備手

法として下記の技術についての社会実験が行われ、コスト縮減や工期短縮効果が確認されており、

未普及早期解消に有効であることが示されている。 

平成 27 年度に実施した社会実験対象路線に対するフォローアップ調査では、供用開始後の施

設において特に支障が生じていないことが確認されており、積極的に導入をすべく、検討を実施

されたい。 

なお、各技術の社会実験結果や技術利用ガイド等について、下記に示すホームページに掲載

しているので参照されたい。 

 

掲載ＵＲＬ：http://www.mlit.go.jp/crd/sewerage/mifukyu/index.htm 

 

【下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術）】 

①クイック配管（露出配管・簡易被覆・側溝活用） 

②改良型伏越しの連続的採用 

③道路線形に合わせた施工 

④発生土の管きょ基礎への利用 

⑤流動化処理土の管きょ施工への利用 

⑥極小規模処理施設（PMBR）及び工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型・膜分離型） 

 

また、下水道クイックプロジェクトでは、上記の社会実験技術以外にも広く普及が可能な技

術として下記の 10 手法が紹介されている。 

【下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術）】 

①排水設備の緩勾配化 

②上限流速の緩和 

③改良型伏越しの採用 

④改良土の基礎への利用 

⑤曲管等使用によるマンホールの省略 

⑥マンホール間隔の延長 

⑦小口径推進工法の長距離化 

⑧マンホールポンプの対象範囲の拡大 

⑨民地活用型下水道（コンドミニアル下水道） 

⑩最上流取付管の小型マンホール落とし 
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参考：http://www.mlit.go.jp/crd/sewerage/mifukyu/index.htm 

図(2)①-1 下水道クイックプロジェクトに関するホームページ 

 

 各技術の概要及び事例について、次ページ以降に示す。 
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下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術） 

①クイック配管（露出配管・簡易被覆・側溝活用） 

【技術概要】 

 従来地中に埋設していた管路を露出あるいは簡易に被覆して地上に配管する手法 

従来は地中埋設

露出配管

従来は地中埋設

露出配管

従来は地中埋設

簡易被覆
（覆土等）

従来は地中埋設

簡易被覆
（覆土等）

 

側溝活用

従来は地中埋設

側溝活用

従来は地中埋設

 
 

【採用にあたって期待される効果及び留意点】※採用にあたっての留意点は、技術利用ガイドを参照のこと 

 項目 内容 

期待される 

効果 

・土工等作業量が減り、建設コストの縮減が可能。 

・建設工期が短縮され、早期供用が可能。 

・取付管敷設費も低減され、接続率向上も期待。 

留意点 ・露出し配管する場合は、採用する管種によっては紫外線による材質の劣化

リスクを抱える。 

・露出し配管する場合は想定外の外力等による破損のリスクを抱える。 
 
【社会実験都市】 

 岩手県二戸市、福島県会津坂下町、東京都檜原村、熊本県益城町、鹿児島県日置市 
 
【導入効果事例】 

 社会実験では、建設コスト 12％～81％縮減、工期 25％～58％短縮の効果がみられた。 

露出配管・簡易被覆 側溝活用

自然流下式 圧送式 自然流下式

塩化ビニル製 ポリエチレン製 塩化ビニル製

VPφ100
L=140m

【益城町】

VPφ150
L=370m

【二戸市】

VUφ150
L=55m

【日置市】
(簡易被覆)

PEφ150
L=255m

【檜原村】

PEφ75
L=136m

【会津坂下町】

VUφ150
L=75m

【二戸市】

970万円縮減
(81％縮減) 

20,900万円縮減
（78％縮減）

50万円縮減
(29％縮減) 

150万円縮減
(22％縮減) 

3,100万円縮減
(45％縮減) 

230万円縮減
(12%縮減）

18日短縮
(58％短縮) 

110日短縮
(55％短縮)

14日短縮
(50％短縮) 

9日短縮
(36％短縮) 

30日短縮
(25％短縮) 

15日短縮
（33％短縮）

露出配管・簡易被覆 側溝活用

自然流下式 圧送式 自然流下式

塩化ビニル製 ポリエチレン製 塩化ビニル製

VPφ100
L=140m

【益城町】

VPφ150
L=370m

【二戸市】

VUφ150
L=55m

【日置市】
(簡易被覆)

PEφ150
L=255m

【檜原村】

PEφ75
L=136m

【会津坂下町】

VUφ150
L=75m

【二戸市】

970万円縮減
(81％縮減) 

20,900万円縮減
（78％縮減）

50万円縮減
(29％縮減) 

150万円縮減
(22％縮減) 

3,100万円縮減
(45％縮減) 

230万円縮減
(12%縮減）

18日短縮
(58％短縮) 

110日短縮
(55％短縮)

14日短縮
(50％短縮) 

9日短縮
(36％短縮) 

30日短縮
(25％短縮) 

15日短縮
（33％短縮）  

 

78％のコスト縮減を達成！
約27,000万円→約6,100万円

55％の工期短縮を達成！
200日 → 90日

二戸市実施工例

口径：φ150mm

管種：ＶＰ

距離：370ｍ

基礎は合成
木材を採用

耐候性塗料
を塗布

 
 
【導入実績（平成 26 年度末実績）】※社会実験実施団体及び社会実験による技術一般化前の導入実績を含む 

露出配管：15 団体(2,710m) 簡易被覆：４団体(2,415m) 側溝活用：３団体(287m) 

資料：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 平成 26 年 1 月 Ⅱ事例集 に加筆 

＜岩手県二戸市の事例＞ 
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＜参考＞クイック配管 施工事例     ※詳細は、「技術利用ガイド」を参照されたい 
 

【管きょ基礎の事例】 

  
コンクリートによる基礎例 

   
原地盤による基礎例 

 

【管きょ防護の事例】 

   
Ｕ字溝による防護例    コンクリート巻立による防護例 

 

 【点検孔の事例】 

    

      点検孔例①           点検孔例②   
 

 【維持管理における工夫事例】 

 

    連絡先シールの貼付例     

指示金具による基礎例 

管きょ基礎については、大き

く分けて、地表面に布設する

方法と壁面等に支持金具等

を用いて管きょを固定させ

る方法がある。 

どちらの方法においても、有

効な管きょ勾配を確保する

ために十分に固定する必要

がある。 

想定外の外圧に対して、適切

な防護を図る必要がある。 

事例は、Ｕ字溝、コンクリー

ト巻立による防護例を示す。

流下する下水の性状や管内

面の状況が確認できるよう、

適宜、点検孔を設ける。 

外観に対する点検は容易で

あることから、住民参画によ

る維持管理についても検討

を行うことが望ましい。 

事例は、連絡先を明記したシ

ールを管きょに貼付けたも

のである。 
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下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術） 

②改良型伏越しの連続的採用 

【技術概要】 

 改良型伏越しを連続的に採用し、下流管きょの浅層埋設やマンホールポンプの省略を図る手法 

 ◇従来から採用されてきた工法 

◇改良型伏越しの連続的採用 

 
【採用にあたって期待される効果及び留意点】※採用にあたっての留意点は、技術利用ガイドを参照のこと 

 項目 内容 

期待される 

効果 

・建設コスト低減、工期短縮が可能。 

・ポンプ設備が不要のため、ランニングコストが低廉。 

・水理特性上、土砂堆積は少ないので清掃頻度も少なくすむ。 

 （接続率の低い建設初期時は除く） 

留意点 ・ポンプ（強制排水）と異なり、自然排水方式のため、詰まりに対するリス

クを抱える。  

・伏越し内部の点検調査、補修が困難な場合がある。 

・施工（特に傾斜部）が難しい場合がある。 
 
【社会実験都市】 

 愛知県半田市、熊本県益城町 
 
【導入効果事例】 

 社会実験では、建設コスト 29％及び 68％縮減、工期 21％及び 56％短縮の効果がみられた。 

  
【導入実績（平成 26 年度末実績）】※社会実験実施団体及び社会実験による技術一般化前の導入実績を含む 

２団体(596m) 

資料：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 平成 26 年 1 月 Ⅱ事例集 に加筆 

半田市実施工例

口径：φ150

管種：ＶＵ

延長：100ｍ 68％のコスト縮減および
56％の工期短縮を達成！

＜愛知県半田市の事例＞ 
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＜参考＞改良型伏越し 維持管理事例    ※詳細は、「技術利用ガイド」を参照されたい 
 

       

伏越し内堆積物の状況            伏越し内の状況（ＴＶカメラ） 

   

 

 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

      

フラッシュ前後における堆積物の粒度分布及び粒径加積曲線  

伏越しにおいては、固形物の堆積等に対する定期的な維持管理を必要とする。下記は、通常の清掃

ではなく、フラッシュによる清掃を実施した場合の効果事例を示す。 

【概要】 

フラッシュによる清掃手順 

① 止水プラグを用いて伏越し上流側マンホールに

おける流入管口を止水し、上流の下水を貯留す 

る。 

② ①で設置した止水プラグを外し、貯留した下水

を一気に流下させる。 

【結果】 

≪フラッシュ条件≫ 

○ 貯水量 ：7.67m3（風呂の水約40 杯分 ※風呂の水は1 杯あたり200ℓを想定） 

○ 平均流速：約2.5m/s（貯水量と流下時間の関係から算出） 

≪フラッシュ効果≫ 

フラッシュ前の堆積物が過年度調査結果と同程度堆積していたものとして掃流効果を算出する

と、フラッシュにより重量割合で９割以上の堆積物が掃流されたと推定される。 

また、フラッシュ前後の堆積物の粒度分布(過年度調査)と比較すると、小さな粒径のものが掃

流され、大きな粒径のものが残留したと推察される。 
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下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術） 

③道路線形に合わせた施工 

【技術概要】 

 道路線形、地表勾配に沿った管きょの配管をすることにより、管きょの浅層埋設やマンホー

ルの省略を図る手法 
 

＜平面屈曲部＞ 

マンホールを省略し 
曲管を採用！ 

＜縦断屈曲部＞ 

  
【採用にあたって期待される効果及び留意点】※採用にあたっての留意点は、技術利用ガイドを参照のこと 

 項目 内容 

期待される 

効果 

・マンホール省略による建設コスト低減、工期短縮が可能。 

・マンホール設置が困難な狭小道路での整備が可能。 

留意点 ・曲管に挟まれた管きょの点検調査、補修が困難な場合がある。 

・曲管部の勾配管理が難しい。 

・敷設後の埋設位置特定が困難となる場合がある。 
 
【社会実験都市】 

 東京都檜原村、愛知県岡崎市、愛知県半田市、岡山県岡山市、熊本県宇城市 
 
【導入効果事例】 

 社会実験では、建設コスト 17％～21％縮減、工期 0％～19％短縮の効果がみられた。 

＜建設コスト＞                 ＜工期＞ 

【従来】5,800万円（5.8万円／m）

【今回】4,800万円（4.8万円／m）
岡崎市

半田市

17％縮減

【従来】1,300万円（4.3万円／m）

【今回】1,000万円（3.5万円／m） 20％縮減

宇城市
【従来】10,631万円（7.2万円／m）

【今回】8,400万円（5.6万円／m） 21％縮減
   

岡崎市

半田市

宇城市

【従来】100日

【今回】81日 19％短縮

【従来】44日

【今回】44日 変化なし

【従来】512日(2地区計)

【今回】475日(2地区計)

8％短縮  

＜愛知県岡崎市の事例＞              ＜愛知県半田市の事例＞ 

 

岡崎市実施工例

口径：φ200

管種：ＶＵ

当初設計でマンホール38個だった
のが25個に減少。
結果、17％のコスト縮減を達成！
工期は19％短縮！

  

半田市実施工例

口径：φ150

管種：ＶＵ

当初設計でマンホール29個だった
のが11個に減少。
結果、20％のコスト縮減を達成！

 
 
【導入実績（平成 26 年度末実績）】※社会実験実施団体及び社会実験による技術一般化前の導入実績を含む 

79 団体(152,483m)  （１スパン１屈曲のみの路線及び延長不明団体含む） 

資料：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 平成 26 年 1 月 Ⅱ事例集 に加筆 
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＜参考＞道路線形に合わせた施工 施工事例 ※詳細は、「技術利用ガイド」を参照されたい 
 

【施工状況の事例】 

  

急勾配・狭小道路での施工例  屈曲部での施工例（曲管設置） 

 

【曲管位置特定対策の事例】 

      

マーカーの設置例 

   

オフセットによる管理例 

 

 ≪補足≫自走式ＴＶカメラの走行実験結果 

   

 

曲管を採用する個所では、直

管部との離脱が発生しない

ように、また、転圧不足によ

るたるみで滞水区間が発生

しないように管側部を特に

入念に転圧する。急勾配施工

においては、適切な勾配で施

工することが重要である。 

曲管を使用した場合、マンホ

ールを省略することから、管

きょの位置の特定が難しく

なる。したがって、曲管を使

用する場合には、埋設位置の

特定に対する対策を図る必

要がある。 

曲管の埋設位置の特定方法

の例としては、 

① マーカー埋設による地上

探査 

② オフセット（鋲）管理 等

が挙げられる。 

連結型

一体型

連結型

一体型

自走式ＴＶカメラの走行実験の結果より、維持管理に支障がない範囲とし、原則として、１スパン内

（ただし、１スパンは100ｍ以下）における屈曲数は２箇所以内、最大の屈曲角は小曲部（曲率半径が

600mm 程度の場合）で15°、大曲部（曲率半径が約５ｍ以上の場合）で45°としている。 
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下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術） 

④発生土の管きょ基礎への利用 

【技術概要】 

 管きょ施工時の掘削土を、そのまま基礎材として利用する手法 

改良土等

砂基礎

舗装＋路盤

砂

舗装＋路盤

発生土

改良土等

砂基礎

舗装＋路盤

砂

舗装＋路盤

発生土

 
 
【採用にあたって期待される効果及び留意点】※採用にあたっての留意点は、技術利用ガイドを参照のこと 

 項目 内容 

期待される 

効果 

・発生土の有効活用による建設コスト低減、工期短縮が可能。 

・掘削土搬出や購入土搬入が困難な場合に適している。 

・リサイクルに貢献。 

留意点 ・事前の土質試験が必要である。 

・普通土より圧密沈下が生じやすい場合が多い。 

・手間、リスクに対し、コスト的なメリットは小さい。 

 
【社会実験都市】 

 愛知県半田市 
 
【導入効果事例】 

 社会実験では、建設コスト 3.3％縮減の効果がみられた。 
 

＜愛知県半田市の事例＞ 

 

半田市実施工例

口径：φ150

管種：ＶＵ

3.3％のコスト
縮減を達成！

 
 
【導入実績（平成 26 年度末実績）】※社会実験実施団体及び社会実験による技術一般化前の導入実績を含む 

33 団体(90,353m)  

資料：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 平成 26 年 1 月 Ⅱ事例集 に加筆 
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＜参考＞発生土の管きょ基礎への利用 適用土質 ※詳細は、「技術利用ガイド」を参照されたい 
 

【適用土質区分】 

  

 

 

 

 

 

 

 

第１種建設発生土、第２種建設発生土については、そのまま管基礎材へ適用することが可能である。ま

た、第３種建設発生土は、適切な土質改良（含水比低下、粒度調整、機能付加・補強、安定処理等）を

行えば使用可能と区分されるが、社会実験の結果、そのまま適用した場合においても施工後に特に問題

が生じなかったことから、第３ａ種建設発生土については、適用の対象としている。なお、第３ｂ種建

設発生土と分類された掘削土については、粘性土に区分される土質であり、一般的に砂質土に比べ、所

要の締固め度が得にくく、社会実験サンプル数も少ないことから、安全性確保のため適用の対象外とす

る。土質区分での判断とともに、JSWAS 規格を満足した最大粒径及び粒度分布（均等係数＞10、曲率係

数＝１～３）等、要求品質について十分考慮した上で利用可能かどうかを判断する必要がある。 
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下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術） 

⑤流動化処理土の管きょ施工への利用 

【技術概要】 

 流動性に優れ、施工後固化する流動化処理土を管きょ基礎や埋戻しに利用する手法 

舗装＋路盤

流動化

処理土

舗装＋路盤

改良土

砂基礎

流動化

処理土

舗装＋路盤

改良土

砂基礎

舗装＋路盤

流動化

処理土

舗装＋路盤

改良土

砂基礎

舗装＋路盤

流動化

処理土

舗装＋路盤

改良土

砂基礎

流動化

処理土

流動化

処理土

舗装＋路盤

改良土

砂基礎

舗装＋路盤

改良土

砂基礎

  
【採用にあたって期待される効果及び留意点】※採用にあたっての留意点は、技術利用ガイドを参照のこと 

 項目 内容 

期待される 

効果 

・自硬性材料なので転圧不要で、施工性、品質に優れる。 

・プラントが近隣にあれば大幅なコスト縮減が可能。 

・圧縮強度が高いため液状化対策としても有効。 

留意点 ・プラントが遠いとコストＵＰとなる場合がある。 

・打設中の管浮上防止に手間がかかる。 

・再掘削時に手間がかかる場合もある。 

（材齢 28 日時の一軸圧縮強さ 200～600kN/m2を目安） 

※バックホウで容易に掘削できる強度は、一軸圧縮強度 1,000kN/m2程度まで 
 
【社会実験都市】 

 静岡県浜松市 
 
【導入効果事例】 

 社会実験では、建設コスト 18％縮減、工期 33％短縮の効果がみられた。 

＜静岡県浜松市の事例＞ 

 

浜松市実施工例

口径：φ150

管種：リブ管

18％のコスト縮減
を達成！
工期は33％短縮！

 
 
【導入実績（平成 26 年度末実績）】※社会実験実施団体及び社会実験による技術一般化前の導入実績を含む 

11 団体(2,417m)  （その他に立坑部での採用が 9団体あり） 

資料：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 平成 26 年 1 月 Ⅱ事例集 に加筆 
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＜参考＞流動化処理土の管きょ施工への利用 施工事例  

※詳細は、「技術利用ガイド」を参照されたい 
 

【管きょ設置の事例】 

   

基礎の設置状況          管きょの設置状況 

 

【管きょ浮上防止対策の事例】 

    

浮上防止対策（支柱式）の施工例 

    

浮上防止対策（錘式）の施工例 

  

【流動化処理土打設の事例】 

   
アジテータ車による打設状況     ポンプ圧送による打設状況 

 

基礎については、管体の安定

が可能であれば、コンクリー

ト管台の他、土のう等による

対応も可能である。また、全

周方向において充填可能と

なるよう、間隔を空けて基礎

を設置し、管体下部に空間を

設ける必要がある。 

流動化処理土の打設時にお

いて管きょに浮力が生じる。

管きょの浮上防止対策につ

いては、管きょの変形や施工

時の管きょ据え付け誤差を

誘発させる可能性があるこ

とから、適切な措置を施す。

管きょの浮上防止対策の例

としては、 

① 支柱による方法 

② 錘による方法  等 

が挙げられる。 

 

打設方法については、埋戻し

箇所の道路状況、形状、作業

スペース、打設量、周辺環境

等を考慮のうえ、決定する。

打設方法の例としては、 

①アジテータ車等から自重

落下を利用して投入する直

接投入方式 

②コンクリートポンプ等を

利用した圧送打設方式  

が挙げられる。 
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下水道クイックプロジェクト技術（社会実験技術） 

⑥極小規模処理施設（PMBR）及び工場製作極小規模処理施設（接触酸化型・膜分離型） 

【技術概要】 

 他地区への転用も想定し、パッケージ化を可能としたＭＢＲ（ＰＭＢＲ)や市販の工場製作型

の処理施設（接触酸化型・膜分離型）を活用した手法 

                    ＜工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型）＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【採用にあたって期待される効果及び留意点】※採用にあたっての留意点は、技術利用ガイドを参照のこと 

 項目 内容 

期待される 

効果 

・ユニット化による建設コスト及び建設工期の縮減が期待可能。 

・水量の増減による機動的な対応が可能。 

・必要用地の縮小によるフレキシブルな処理場位置の設定が可能。 

留意点 ・地域の特性や経済性を考慮した整備の実施を行う必要がある。 

・将来の社会情勢の変化（人口変動等）に伴う想定水量に応じたユニット構

成を検討する必要がある。 

・寒冷地においては地中埋設等による凍結防止対策が必要である。 
 
【社会実験都市】 

 ＜工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型）＞北海道苫前町、北海道遠軽町、北海道安平町 

 ＜工場製作型極小規模処理施設（膜分離型）＞北海道標茶町 

＜極小規模処理施設（ＰＭＢＲ）＞岩手県二戸市 
 
【導入効果事例】 

 社会実験では、建設コスト 18％～49 縮減、工期 23％～75％短縮の効果がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
【導入実績（平成 26 年度末実績）】※社会実験実施団体及び社会実験による技術一般化前の導入実績を含む 

PMBR：１団体 工場製作：接触酸化型 ３団体 膜分離型 １団体 

資料：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 平成 26 年 1 月 Ⅱ事例集 に加筆

自治体名
（対象施設）

従来工法
（百万円）

新工法
（百万円）

縮減率
（％）

備 考

安平町

（210m3/日
+管きょ）

2,304 1,885 18

※計画時の仮想設計書による試算値
※既存の処理場への接続を予定していた当
初計画から処理区の分割へ変更

標茶町

（142m3/日）
203 128 37

※計画時の仮想設計書による試算値
※従来工法は膜分離法

苫前町

（330m3/日）
554 285 49

※計画時の仮想設計書による試算値
※従来工法はOD

二戸市

（300m3/日）
243 197 19

※計画時の仮想設計書による試算値
※従来工法はPOD

自治体名
（対象施設）

従来工法
（ヵ月）

新工法
（ヵ月）

短縮率
（％）

備 考

安平町

（210m3/日
+管きょ）

168 108 36

※計画時の仮想設計書による試算値
※既存の処理場への接続を予定していた当
初計画から処理区の分割へ変更

標茶町

（71m3/日）
15 7 53

※計画時の仮想設計書による試算値
※従来工法は膜分離法

苫前町

（55m3/日）
18 5 75

※計画時の仮想設計書による試算値
※従来工法はOD

二戸市

（300m3/日）
13 10 23

※計画時の仮想設計書による試算値
※従来工法はPOD

＜建設コスト＞                     ＜工期＞ 

注．工場製作極小規模処理施設（接触酸化型）のみ一般化済みである。 

極小規模処理施設（PMBR）及び工場製作極小規模処理施設（膜分離型）については、平成 25 年度現在、

初期対応の一次評価の段階である。 
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＜参考＞極小規模処理施設（PMBR）及び工場製作極小規模処理施設（接触酸化型・膜分離型） 

 施工事例                      ※詳細は、「技術利用ガイド」を参照されたい 

【処理施設の設置事例】 

   
極小規模処理施設（PMBR） 

 
工場製作極小規模処理施設 地上設置例 

 

工場製作極小規模処理施設 半地下＋盛土設置例 

 

工場製作極小規模処理施設 地下設置例 
 
【故障通報装置の事例】 

 
パトライト故障通報装置の設置例 

処理施設の配置計画を検討

する際には、水の流れ、維持

管理動線、環境条件等を十分

に考慮する。 

また、工期、保温方法、維持

管理性及び移設性を考慮し

て、最適な設置方法を採用す

る。 

工場製作型極小規模処理施

設の設置方法を大別すると、

以下の４方法がある。 

① 地上設置型 

② 半地下埋設型 

③ 半地下埋設型＋盛土 

④ 地下埋設型 

本技術は極小規模施設のた

め、常駐管理を行うことが難

しい。そのため、住民との協

働による設備不具合の発

見・対応等を検討することが

望ましい。 

一例として、住民向けのパト

ライト故障通報装置が挙げ

られる。 
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下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

①排水設備の緩勾配化 

【技術概要】 

 管径 100mm の排水設備の勾配を 1/100 以上と

する。 

 
 
【導入の効果】 

・排水設備を浅く埋設できるので、排水設備の工事費を縮減できる。 

・公共ます、取付管、本管を浅く埋設することができることにより管きょ工事費を縮減できる。 
 
【採用上の留意点】 

・家屋の増築や敷地の拡張に伴う排水設備の延長により必要勾配が確保できなくなる場合に対

する対処方法を検討しておくことが望ましい。 

・洗浄水量が少ない節水型のトイレの普及により排水設備内の汚物の堆積に留意する。 

・掃流力のある風呂を排水設備ルートの最上流にすることが望ましい。 

・寒冷池においては、埋設深度を考慮する必要がある。 

 

 

下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

②上限流速の緩和 

【技術概要】 

 計画下水量に対する管内流速が 3ｍ/s を超えることを許容する。実流速で計算して 3m/s 未満

であれば採用している事例が多くみられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【導入の効果】 

急斜面地において地表勾配に沿って管きょを浅く設置できるため、工事費を縮減できる。 

 

【採用上の留意点】 

・安定した流れを維持するために水理特性を十分考慮して管きょ線形、通気の確保、減勢措置

について検討する。 

・急勾配管では、耐摩耗性の高い管（ポリエチレン管等）を使用する 
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下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

③改良型伏越しの採用 

【技術概要】 

 管きょもしくは取付管が水路等の支障物を

通過するにあたり、伏越し室を持たず、上下流

の管径と同じかそれ以下の管径を用いる改良

型伏越しを採用する。 
 
【導入の効果】 

支障物の通過において、マンホールポンプを用いずに人孔・ 管きょを配置することにより、

下流の管きょの埋設深さを浅くし工事費を縮減できる。 
 
【採用上の留意点】 

・流速維持のために必要な水位差を確保する。 

・伏越し内の固形物の堆積を想定して点検と清掃等の作業が行いやすいよう伏越し上下端流の

マンホールの配置及び構造に配慮する。 

・下水の安定した流れを維持するため伏越しの上下流側において通気の確保に配慮する。 

 

 

下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

④改良土の基礎への利用 

【技術概要】 

 発生土に固化材を添加して改良土とし、埋戻しだけではなく基礎としても使用する。 

 

 
【導入の効果】 

発生土に固化材（セメント・石灰）を添加し、改良土とすることにより管きょ基礎として利用

可能となり、発生土処分にかかる工事費を縮減できる。 
 
【採用上の留意点】 

・再掘削時の作業性確保のための適正な強度の確保に配慮する。 
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下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

⑤曲管等使用によるマンホールの省略 

【技術概要】 

管きょの方向及び勾配が変化する地点において曲管、自在継手等を使用することによりマンホ

ールを省略する。 

 

【導入の効果】 

方向及び勾配の変化だけが理由で設置しているマンホールを省略することができることによ

り工事費を縮減できる。 
 
【採用上の留意点】 

・曲がりの程度は、調査用のＴＶカメラと洗浄用機材等の通行に支障がない範囲とする。 

・曲管の位置が分かるよう台帳記載等に工夫する。 

 

 

下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

⑥マンホール間隔の延長 

【技術概要】 

管径 600mm 以下のマンホールの最大間隔を 75ｍ（設計指針による標準値）より大きくする。 

 

 

【導入の効果】 

・マンホール数の減少により工事費を縮減できる。 

・マンホール数の減少により維持管理数を軽減できる。 
 
【採用上の留意点】 

・調査用ＴＶカメラや洗浄用機材等の作業が可能な範囲とする。 
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下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

⑦小口径推進工法の長距離化 

【技術概要】 

推進・シールド工事の長距離施

工により、立坑の数を削減する。 

 

 

【導入の効果】 

・推進工事を長距離化により、立坑の数を減らし工事費を縮減できる。  

・立坑構築工事が減るため、工事期間の短縮が可能となる。 

・マンホール数の減少により維持管理数を軽減できる。 

 

【採用上の留意点】 

・曲がりの程度は、調査用のＴＶカメラと洗浄用機材等の通行に支障がない範囲とする。 

・曲管の位置が分かるよう台帳記載を工夫する。 

 

 

下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

⑧マンホールポンプの対象範囲の拡大 

【技術概要】 

時間最大汚水量 3.2ｍ3／分

（設計指針の基準）以上の条

件でもマンホールポンプを採

用する。 

 

 

【導入の効果】 

小規模の中継ポンプ場や、処理場への流入ポンプをマンホールポンプ形式に変更することによ

り、工事費を縮減できる。 

 

【採用上の留意点】 

・現実的には低圧受電の範囲での検討となる。 

・安定した運転のために通気の確保が必要である。 

・敷地の確保が必要となる場合がある。 

・停電による機能不能時、管内貯留時間を予め把握しておく。 
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下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

⑨民地活用型下水道（コンドミニアル下水道） 

【技術概要】 

排水設備を複数家屋で共有し、１箇所でまとめて本管に接続する。 

 

 

 

 

 

 

 

【導入の効果】 

埋設深を浅くでき、効率的なルート配置とすることが可能であり、工事費を縮減できる。 

 

【採用上の留意点】 

・排水設備を共有することに対する住民（特に下流側）の理解が必要である。 

・家屋の改築増築に制約が生じる可能性がある。 

・閉塞等のリスクを回避するため、接続戸数や排水設備の管径・勾配に注意が必要である。 

 

 

下水道クイックプロジェクト技術（広く普及が可能な技術） 

⑩最上流取付管の小型マンホール落とし 

【技術概要】 

最上流の汚水ます取付管に、小型マンホールを採用する。 

 
【導入の効果】 

マンホールが小型になるので、工事費を縮減できる。また、工期短縮が可能である。 

 

【採用上の留意点】 

・最上流部かつ将来の拡張がない箇所に限定する必要がある。なお、将来、上流に拡張の可能

性がある場合には、流入方向・高さを自由に調整できる小型マンホールの採用や通常どおり

の取付管施工を行い、上流側に１ｍ程度延伸し小型マンホールを設置している事例もある。 
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②Ｂ－ＤＡＳＨ 

 

１．B-DASH とは 

 B-DASH プロジェクトとは、新技術の研究開発及び実用化を加速することにより、下水道事

業におけるコスト縮減や再生可能エネルギー創出等を実現し、併せて、本邦企業による水ビジ

ネスの海外展開を支援することを目的とした国土交通省の取り組みであり、平成 23 年度から実

施している。事業の実施にあたっては、国土交通省下水道部にて有識者の審議を経て実証事業

を採択し、国土技術政策総合研究所からの委託研究として、民間企業が必要に応じて地方公共

団体や大学等と連携しながら実証研究を実施する。その成果を踏まえ、国土技術政策総合研究

所において革新的技術の一般化を図り、普及展開に活用するため技術ごとに技術導入ガイドラ

インを策定している。 

 

2.未普及解消に貢献する技術 

 B-DASH プロジェクトで実証した（実証中含む）技術及び未普及解消に貢献可能な技術を表

(2)②-1に示す。 

ここでいう未普及解消技術とは、建設・維持管理コストの縮減が可能な省エネ技術や改築時

の更新技術、維持管理技術を指している。 

 

表(2)②-1B-DASH プロジェクトで実証した（実証中含む）技術及び未普及解消に貢献可能な技術 

研究体
（実施者）

水処理
ガス回収
発電
ガス回収
精製

温室効果ガスを排出しない次世代型下水汚泥固形燃料化技術 長崎市・長崎総合科学大学・三菱長崎機工 固形燃料化
廃熱利用型　低コスト下水汚泥固形燃料化技術 ＪＦＥｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 固形燃料化
管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用 大阪市・積水化学・東亜ｸﾞﾗｳﾄ 下水熱利用
固定床型アナモックスプロセスによる高効率窒素除去技術 熊本市・日本下水道事業団・ﾀｸﾏ 窒素除去
神戸市東灘処理場　栄養塩除去と資源再生（リン）　革新的技術 水ing・神戸市・三菱商事ｱｸﾞﾘｻｰﾋﾞｽ リン回収
脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥エネルギー転換システム ﾒﾀｳｫｰﾀｰ・池田市 バイオマス発電

下水道バイオマスからの電力創造システム
和歌山市・日本下水道事業団・京都大学・西原環
境・ﾀｸﾏ

バイオマス発電

高度な画像認識技術を活用した効率的な管路マネジメントシステム技術 船橋市・日本下水道事業団・日本電気㈱ 管渠マネジメントシステム
○

維持管理コスト縮減
管口カメラ点検と展開広角カメラ調査及びプロファイリング技術を用いた効率的管渠マネジ
メントシステム

八王子市・管清工業㈱・㈱日水コン 管渠マネジメントシステム
○

維持管理コスト縮減

広角カメラ調査と衝撃弾性波検査法による効率的な管渠マネジメントシステム
河内長野市・大阪狭山市 積水化学工業㈱・都市技
術センター

管渠マネジメントシステム
○

維持管理コスト縮減

下水バイオガス原料による水素創エネ技術 三菱化工機・福岡市・九州大学・豊田通商 水素創出

高効率固液分離技術と二点DO制御技術を用いた省エネ型水処理技術 前澤工業・石垣・日本下水道事業団・埼玉県 省エネ型水処理
○

維持管理コスト縮減

無曝気循環式水処理技術 高知市・高知大学・日本下水道事業団・ﾒﾀｳｫｰﾀｰ 省エネ型水処理
○

維持管理コスト縮減

ICTを活用した効率的な硝化運転制御の実用化 日立製作所・茨城県 ICTを活用した運転制御
○

維持管理コスト縮減

ICTを活用したプロセス制御とリモート診断による効率的な水処理運転管理技術
東芝・日本下水道事業団・福岡県・福岡県下水道管
理ｾﾝﾀｰ

ICTを活用した運転制御
○

維持管理コスト縮減

メタン精製装置と吸蔵容器を用いた集約の実用化技術
JNC・吸蔵技術工業・九電工・ｼﾝｺｰ・山鹿都市ｶﾞｽ・
熊本県立大学・大津町・益城町・山鹿市

バイオガス集約・活用

バイオガス中のCO2分離・回収と微細藻類培養への利用技術 東芝・ﾕｰｸﾞﾚﾅ・日環特殊・日水ｺﾝ・JS・佐賀市 CO2分離・回収・活用

振動診断とﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析による下水道施設の劣化状況把握・診断技術
ｳｫｰﾀｰｴｰｼﾞｪﾝｼｰ・NEC・旭化成ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・日本下
水道事業団・守谷市・日高市

設備劣化診断

ｾﾝｻｰ連動監視とｸﾗｳﾄﾞｻｰﾊﾞ集約による劣化診断技術および設備点検技術 水ing・仙台市 設備劣化診断
下水処理水の再生処理システム 西原環境・東京設計事務所・京都大学・糸満市 再生水利用

実証技術名

超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメントシステム ﾒﾀｳｫｰﾀｰ・日本下水道事業団

神戸市東灘処理場　再生可能エネルギー生産・革新的技術

未普及解消技術ジャンル

神鋼環境ｿﾘｭｰｼｮﾝ・神戸市

 

 

なお、実証技術によっては、実証状況（ガイドライン公表済み・作成中、実証中など）が異

なるため、詳細は下記の国総研のホームページを参照されたい。 

（下水道研究室：http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/index.htm） 

（下水処理研究室：http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/index.htm） 
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3.個別技術紹介 

 下記に示す技術について、概要（パンフレット）を示す。 

（１）高度な画像認識技術を活用した効率的な管路マネジメントシステム技術 

（２）管口カメラ点検と展開広角カメラ調査及びプロファイリング技術を用いた効率的管渠マ

ネジメントシステム 

（３）広角カメラ調査と衝撃弾性波検査法による効率的な管渠マネジメントシステム 

（４）高効率固液分離技術と二点 DO 制御技術を用いた省エネ型水処理技術 

（５）無曝気循環式水処理技術 

（６）ICT を活用した効率的な硝化運転制御の実用化 

（７）ICT を活用したプロセス制御とリモート診断による効率的な水処理運転管理技術 
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（１）高度な画像認識技術を活用した効率的な管路マネジメントシステム技術 
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（２）管口カメラ点検と展開広角カメラ調査及びプロファイリング技術を用いた効率的管渠マ

ネジメントシステム 
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（３）広角カメラ調査と衝撃弾性波検査法による効率的な管渠マネジメントシステム 
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（４）高効率固液分離技術と二点 DO 制御技術を用いた省エネ型水処理技術 
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（５）無曝気循環式水処理技術 
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（６）ICT を活用した効率的な硝化運転制御の実用化 
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（７）ICT を活用したプロセス制御とリモート診断による効率的な水処理運転管理技術 
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（３）参考事例 
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①Ｙ市（アクションプラン区域の設定及び経営シミュレーションの検討事例） 

 

Ｙ市では、Ａ処理区の整備が遅れており、人口整備率（＝下水道整備済人口／下水道区域内人

口）約 54％、面積整備率（＝下水道整備済面積／下水道全体計画面積）約 37％であった。 

そのため、Ａ処理区を対象として、早期整備を目指したアクションプランの策定を行った。Ｙ

市におけるアクションプラン策定にあたっての検討の流れは以下のとおりである。 

 

図(3)①-1 アクションプラン策定にあたっての検討の流れ（Ｙ市の場合） 

 

＜検討のポイント①＞ 未整備区域の精査 

費用比較等のための検討単位区域及び整備必要量を検討するにあたり、未整備区域内で実際

に必要となる整備区域の精査を行った。 

 

●未整備区域について、空地や田畑等の汚水管整備が不要な地区を抽出し、必要となる整備

区域を精査し、面積及び管きょ必要延長を算出した。 

（設定にあたっては、開発計画の有無を考慮） 

 

【検討例】 

空地や田畑等の汚水管整備が不要な地区を抽出し、要整備面積を精査したところ、約 58％

の面積圧縮となる結果となった。 

 

 

精査前 ：計画面積 約 699ha          精査後：要整備面積 約 404ha 

約 58％の面積圧縮
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図(3)①-2 未整備区域の精査例 

 

＜検討のポイント②＞ 整備手法の比較検討 

集合処理と個別処理の比較にあたって、将来人口、世帯数の他、必要となる整備量を設定し、

経済性を基に集合処理が有利か、個別処理が有利かの比較検討を行った。 

 

●将来人口については、社会人口問題研究所の推計値をもとに、目標年次となる 20 年後の

人口を設定した（人口減少を考慮）。 

●検討手順は、「都道府県構想策定マニュアル」に従うが、費用比較においては、以下の指

標を考慮した（検討指標の概要については、§9を参照）。 

指標① 従来手法 

下水道又は浄化槽の整備・維持管理に要する費用を耐用年数により年当たりに換算

して比較 

指標② 起債償還を考慮 

指標①に対し、下水道事業として起債を発行した場合における支払い利子分を下水

道事業費に増分として見込み、下水道と浄化槽費用の年当たり費用を比較 

指標③ 時間軸を考慮 

下水道又は浄化槽の耐用年数や年当たり維持管理費に着目し、各々の整備手法にお

ける更新費用も含めた経年累積費用を算出し、一定期間内における累積費用を比較 

（評価期間は、中期 10 年間、長期 25 年間及び 50 年間） 

●さらなる区域の絞り込みとして、下記の追加検討を実施した。 

追加① 浄化槽既設置費用を考慮 

検討単位区域内の一般家庭に対する浄化槽の設置状況を確認し、経済比較において

検討単位区域毎に既整備の浄化槽については整備必要基数から控除した検討を実施 

検討単位区域①

検討単位区域②

検討単位区域③ 

検討単位区域④

検討単位区域⑤

空地、田畑等の 

汚水管整備が不要な

地区の抽出 

（白抜き部） 
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追加② 切替えの不確実性を考慮 

単独浄化槽及び汲み取りにより処理を行っている家屋のうち、一部が下水道や合併

浄化槽への切替えが実施されないことを想定 

ここでは、追加①の浄化槽設置状況を加味した検討に加え、検討単位区域内のうち

仮に 10％の家屋が下水道または合併浄化槽に切替えないとし、双方の費用から控除

した検討を実施 

 

 

【検討例】 

 費用比較の検討にあたっては、「都道府県構想策定マニュアル」に従って、以下の検討を

行っている。 

 費用比較において、各指標での検討の結果、公共下水道で整備することが有利となる区域

については、従来の考え方では、未整備区域（実整備区域）に対して約３％の区域縮減であ

ったのに対し、区域が一番縮減となるケース（浄化槽既設置費用及び切替えの不確実性を考

慮した場合の指標③10 年間での評価）では、約 84％縮減する結果となった。なお、結果に

は、下水道事業計画区域については、土地利用の観点からも整備が必要であるとの視点から、

指標①10 年での集合処理が有利と判定された区域に加え個別処理と判定された下水道事業

計画区域を含む場合の面積を併せて示した。（図(3)①-4参照） 
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図(3)①-3 費用比較検討フロー 

 

 

図(3)①-4 各指標による公共下水道整備判定結果 

 

＜検討のポイント③＞ 下水道整備区域の設定 

下水道整備区域の設定にあたり、前述の各手法の判定の他、地域の実情を踏まえた上で、判

断していくことが必要となる。地域の実情を反映したアウトプットが可能となるような判断項

目を抽出し、確認を行った。 

 

●区域判定に関する経済性以外の考慮事項を抽出した。 

●検討単位区域毎の考慮事項に対する状況を整理し、地域実情に応じた必要整備区域の精査

を実施した。 

 
 

公共下水道で整備 合併処理浄化槽で整備 区域単独での集合処理を検討 

検討単位区域について集合処理有利

か、個別処理有利かの比較 

集合処理区域（既整備区域等含む）

と個別処理区域の接続検討 

集合処理区域（既整備区域等含む）

同士の接続検討 

【集合処理有利】 【個別処理有利】 

【接続有利】 【接続有利】 【接続不利】 【接続不利】 



 

 資料-49

【検討例】 

区域判定に関して、以下に示す考慮事項について整理を行い、必要となる（望ましい）整

備区域の検討を行った。 

前述の経済性比較の判定の他、表(3)①-1に示す項目について加味し、当初の実整備対象

区域 404.2ha に対し、アクションプラン（10 年間）で整備する区域（案）として 195ha を抽

出した。 

 

 

 

 

 

 経済性及び地域実情考慮 

 

表(3)①-1 区域判定に対する考慮事項 

確認事項 概   要 

・経済的比較 前述の整備手法の比較検討結果を反映 

・人口減少 人口減少を反映した将来人口設定 

（前述の整備手法の比較検討結果に反映） 

・浄化槽設置状況 既設の浄化槽については、今後の整備需要の減として設定 

（前述の整備手法の比較検討結果に反映） 

・区域ごとの地縁性 周辺の検討区域の接続状況とあわせて、地縁性等の観点から結果が妥当

か評価（定性評価） 

・事業区域の内外 事業計画区域に位置付けている区域については、土地利用上優先度が高

い 

・都市計画（用途区域） 用途地域に位置付けている区域については、土地利用上優先度が高い 

・整備要望 等 地域住民の整備要望を取り入れる 

・地質的要因 地質（土質や地下水条件）により、施工の制約（工事に時間を要するか）

を評価 

 

表(3)①-2 下水道整備区域（アクションプラン区域案）の設定イメージ 

 

 

 

【 当 初 】 

整備対象区域：699.3ha 

（実整備対象区域：404.2ha） 

必要投資額： 103.7 億円 

【アクションプラン（案）】

 

整備対象区域：195.0ha 

必要投資額：52.1 億円 

約 52％の面積圧縮 

約 50％の投資圧縮 
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＜検討のポイント④＞ 可能投資額による実現性検討 

設定した必要となる整備区域に対して、経営シミュレーションを実施し、当該区域の整備が

財政に与える影響を検討した。 

 

●全域の整備には、過年度実績と同等額で整備した場合、整備に長期間を要する。仮に、10

年間で整備する場合には、事業費が膨大になる。 

●アクションプラン（案）における区域 195ha の整備（概算事業費は約 52 億円）に対して

も、財政部局との調整による可能投資額である約 37 億円を超える状況にある。 

●経営シミュレーションを実施し、アクションプラン（案）の整備に対する経営評価を実施

した。 

 

【検討例】 

下記のケースを想定し、経営シミュレーションを行った。 

経営シミュレーションを行うことで、過年度ジグ用における将来負担も考慮し、新規事業

の影響度合いを確認した。新規事業を行っても経営に与える影響は現在よりも減少すること

や新規及び早期整備による収益性の改善の観点も投資に対する財政部局との調整に有効と

なると判断された。 

［整備シナリオ］ 

①ケース１：新規に整備を行わない場合 

②ケース２：全域を整備する場合 

ケース２-１：過年度実績と同等額で整備（68 年間で整備：現計画に同等） 

ケース２-２：10 年間で整備 

③ケース３：アクションプラン（案）195ha を整備する場合 

ケース３-１：年間 3億円で 18 年間で整備 

ケース３-２：年間 5億円で 10 年間で整備 

ケース３-３：市で予定している年間事業費で 10 年間で可能な区域を整備 

※参考  

財務部局との調整による年間可能投資額は 1.2～3.0 億円（10 年間で 36.7 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)①-5 各ケースにおける整備面積及び年当たり整備面積 
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       (起債償還年間最大額)          （起債償還額の推移） 

図(3)①-6 経営シミュレーションにおける起債償還に対する考察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （使用料収入の推移）          （汚水処理原価の推移） 

図(3)①-7 経営シミュレーションにおける収入(使用料)と支出(汚水処理原価)に対する考察 

 

 

・起債償還の年間最大においては、整備期間を短縮あるいは年間投資額を増加すると負

担が増加することになる（全域を 10 年間で整備する場合は、年間の負担が大きい）。

・現状における起債償還の推移を見ると単年度の起債償還額は、平成 26 年度をピーク

に減少傾向となっており、今後、新規整備等を行っても、市の財政負担は軽減される。

 ⇒事業規模に対する判断 

・同整備量でも早期に整備した方が使用料収入の増加、汚水処理原価の低下が想定され

る。 

・なお、使用料は、新規整備により収入が増加するが、将来的には人口減少により収入

が減少傾向となる。また、汚水処理原価は、資本費（起債償還額）が減少することに

より低下するが、将来的には人口減少（有収水量減少）により上昇傾向となる。 

 ⇒早期整備の有効性に対する判断 

  未普及解消後の有収水量の確保（水洗化率の向上）、維持管理費の低減（効率的な

汚水処理の実施）の必要性に対する判断 
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②国総研（コストキャップ型下水道における低コスト技術検討事例） 

 

国総研が実施した「コストキャップ型下水道」に関するモデル都市におけるケーススタディ検

討では、クイックプロジェクト技術やそれ以外の技術の導入を広域的にパッケージで検討し、現

行下水道計画に対し、建設費で約 30％、維持管理費で約 20％縮減するとの試算が示されている。 

ケーススタディで想定した技術は以下のとおりである。 

 

【管きょ整備】 

①幹線ルートの見直し（開削工法を極力採用） 

②小口径マンホール、改良型伏越し、道路線形に合わせた施工、浅層埋設のパッケージ採用 

③真空式下水道（一部軟弱地盤地区への対応） 

【処理施設整備】 

①高負荷型ＯＤ法（ＯＤ法の処理機能の最大化） 

②反応タンク直接脱水システム 

 

 
資料：http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/kisya20130904.pdf  

 

図(3)②-1「コストキャップ型下水道（モデル都市におけるケーススタディ）」コスト縮減想定  

 

 各技術の概要について、次ページ以降に示す。 
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「コストキャップ型下水道」モデル都市におけるケーススタディ検討技術 

 
資料： 平成24年度下水道関係調査研究年次報告書集（国総研資料No.773,H26.1) 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0773.htm 
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「コストキャップ型下水道」モデル都市におけるケーススタディ検討技術 

 

資料：平成24年度下水道関係調査研究年次報告書集（国総研資料No.773,H26.1) 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0773.htm 
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「コストキャップ型下水道」モデル都市におけるケーススタディ検討技術 

 

資料：平成24年度下水道関係調査研究年次報告書集（国総研資料No.773,H26.1) 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0773.htm 
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「コストキャップ型下水道」モデル都市におけるケーススタディ検討技術 

 

資料：平成24年度下水道関係調査研究年次報告書集（国総研資料No.773,H26.1) 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0773.htm 
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③Ｎ市（既存ストック（施設の老朽化）を考慮した整備・運営管理手法の検討事例） 

 

Ｎ市では、下水道計画区域の周辺に集中処理施設（コミュニティプラント）を３施設有して

いる。当該施設については、老朽化が進んでおり、今後、土木施設を含めたリプレイスが必要

な状況にある。 

アクションプラン及び長期的な整備・運営管理手法の検討にあたり、当該施設の下水道への

編入も視野に入れた検討を行った。 

 

 

図(3)③-1 集中処理施設（コミュニティプラント）位置図 

 

検討にあたっては、集中処理施設（コミュニティプラント）を更新した場合と下水道整備区

域へ接続した場合の費用比較を実施した。 

 

＜費用比較項目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供用後 44 年経過 

供用後 44 年経過
供用後 36 年経過 

【集中処理施設（コミュニティプラント）を更新する場合】 
・集中処理施設（コミュニティプラント）更新費用 
  ※撤去費含む 
・集中処理施設（コミュニティプラント）維持管理費用 

【集中処理施設（コミュニティプラント）を下水道へ接続する場合】 
・集中処理施設（コミュニティプラント）撤去費用 
・下水道接続管渠建設費用 
・下水道接続管渠維持管理費用 
・接続先処理場建設費用（増設分）費用 
・接続先処理場維持管理費用（増加分）費用 

供用開始：昭和 46年 8月
日 最 大：2,500m3 

計画人口：10,000 人 
処理方法：標準活性汚泥法

供用開始：昭和 46年 11 月 
日 最 大：250m3 

計画人口：1,250 人 
処理方法：長時間ばっ気方式 

供用開始：昭和 54年 3月 
日 最 大：270m3 

計画人口：1,050 人 
処理方法：活性汚泥法による
長期曝気方式 
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図(3)③-2 費用比較イメージ 

 

費用比較の結果、建設費（撤去費含む）の費用比較では、Ａ及びＣ団地において下水道へ接

続する方が経済的に優位となり、維持管理費を含む比較では、すべての施設を下水道へ接続し

た方が経済性に優位となった（次ページ参照）。 

なお、施設更新については、各施設をリプレイスした場合の概算費用（用地費含まず）を想

定しており、処理方法は極小規模処理施設（膜分離型）による概算費用とした。下水道への接

続については、縦断検討により、工法（開削工法 or 推進工法）を想定し、概算費用の算定に

反映した。また、Ａ団地及びＢ団地の両方を接続する場合は、下流管渠は同一利用、また、下

流部の下水道計画区域の管渠利用も可能であるが、ここでの費用比較は、それぞれの区域を既

整備区域まで接続する場合の費用での検討を行っている。 
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＜建設費（撤去費含む）での比較＞ 

表(3)③-1 費用比較結果（建設費（撤去費含む）での比較） 

単位：千円

経済比較
（建設費・撤去費のみ）

A団地 1,316,000 1,293,440 下水道接続が経済的

Ｂ団地 602,000 1,038,818 施設更新が経済的

Ｃ団地 672,000 604,648 下水道接続が経済的

施設更新検討区域名 下水道接続

 
 

 

図(3)③-3 費用比較結果（建設費（撤去費含む）での比較） 

 

＜建設費（撤去費含む）＋維持管理費での比較＞ 

表(3)③-2 費用比較結果（建設費（撤去費含む）＋維持管理費での比較） 

単位：千円/年

経済比較
（建設費・撤去費＋維持管理費）

Ａ団地 建設費 18,462 5,731
撤去費 7,385 7,385
維持管理費 6,720 7,903 下水道接続が経済的
計 32,567 21,019

Ｂ団地 建設費 16,538 12,039
撤去費 6,615 6,615
維持管理費 5,640 6,471 下水道接続が経済的
計 28,793 25,125

Ｃ団地 建設費 36,154 12,742
撤去費 14,462 14,462
維持管理費 13,440 8,211 下水道接続が経済的
計 64,056 35,415

施設更新 下水道接続検討区域名

 
 

   

          (Ａ団地)            (Ｂ団地)            (Ｃ団地)  

図(3)③-4 費用比較結果（建設費（撤去費含む）＋維持管理費での比較） 
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④Ｉ市（暫定処理施設による早期供用の検討事例） 

 

I 市では、既計画における集合処理区域のうち、全体面積に対して約 60％が未着手の状況に

あり、汚水処理人口普及率の向上のためには、早期事業着手が望まれる状況にある。 

したがって、時間的制約（早期供用）や予算的制約を踏まえた早期の普及率向上を目指すこ

ととし、暫定処理（フレックス）による整備について検討を行っている。 

 

＜検討概要＞ 

・Ａ処理区について、早期整備、普及率の向上を目指し、事業着手当初から暫定処理(フレ

ックス)を行う。 

・また、極小規模処理場(クイックプラン)の採用により、10 年間の建設コストが約 36 億円

抑制され、６年間の早期整備が可能となる結果となった。 

 

 

図(3)④-1 通常整備と暫定処理（フレックス）の比較イメージ 
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図(3)④-2 暫定処理（フレックス）によるコスト縮減及び整備期間短縮効果 
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 ⑤Ｋ市（地元企業によるワークショップ検討事例） 

Ｋ市では官民連携手法の導入を検討する前に、市下水道事業の課題を地元企業に理解して頂

くなかで、官民連携手法の必要性について共有するためのワークショップを行った。 

その事例報告を以下に示す。 

報 告 資 料

平成27年度K市公共下水道事業
地元企業意見交換会

【目次】

1. 意見交換会の概要

2. 出席者の状況

3. 意見交換会の様子

4. 主な説明内容と地元企業からの意見

5. 意見交換会を踏まえた事業スキーム（案）

6. 地元企業の意見

7. 現時点での回答（案）

 

 

2

１. 意見交換会の概要

意⾒交換会等スケジュール【第１回】平成27年11⽉5⽇
○K市公共下水道事業の説明
○現状の下水道事業に対する意見交換

・下水道工事の現状と課題
・接続促進に対する現状と課題
・下水道の新技術の説明

⽬的

1

意⾒交換会の進め⽅

【第２回】平成28年1⽉13⽇
○未普及地区の現地視察
○官民連携手法に対する意見交換①

【第３回】平成28年2⽉15⽇
○官民連携手法に対する意見交換②

・地元企業アンケートの意見交換
・今後の進め方に対する意見交換

意見交換会
検討会

平成27年 平成28年

9
月

10
月

11
月

12
月

1
月

２
月

３
月

本意見
交換会

○
第
一
回

○
第
二
回

○
第
三
回

STEP1
まず、現状を分かって
もらう

STEP2
現場で新技術が使
えるか確認

STEP3
今後の整備の⽅法
について共通認識を
図る

○下水道未普及解の早期解消プラン作成に向け、地元企業の施工経験と技術を参考とする
○市民に使いやすい下水道を実現する
○地域特性を設計に反映し、地元企業の技術を活用する
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2. 出席者の状況

選定した理由

出席者

○下水道管きょ工事を担う県建設業協会から推薦の代表企業が参加
○排水設備工事を担う市上下水道工事業共同組合から推薦の代表企業が参加
○地元企業に加え、国、県、市、設計企業など下水道を推進する関係機関が参加

所管

県

市

設計企業

所属

国
国土交通省　水管理・国土保全局下水道部　下水道事業課

国土交通省　地方整備局建政部

県　県土整備部

市　建設部

建設コンサルタント会社

地元企業
代表

県建設業協会支部

市上下水道工事業協同組合

 

 

 

３. 意見交換会の様子

【第1回】平成27年11⽉5⽇
会議の全体の様⼦

【第2回】平成28年1⽉13⽇
現地視察の状況
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４. 主な説明内容と地元企業からの意見

【第１回】平成27年11⽉5⽇

【第2回】平成28年1⽉13⽇

【第3回】平成28年2⽉15⽇

K市の公共下⽔道の課題

現地視察による新しい技術の適⽤

地元企業意⾒交換会のまとめ

○汚⽔処理普及率が低い：56.4％（県平均77.8％）
○接続率が低い：56.1％（県平均85.5％）
○施⼯が難しい箇所が多い（狭い、曲がり、坂）

地元企業からの主な意⾒

○現場施⼯の⼯夫の余地はある。なるべく浅くした⽅良い。
○試掘や仮設⼯法など施⼯しやすく⼯夫するべき。
○⾼齢者世帯の接続の⼯夫が必要。など

○急な坂のある道路の現場 → 浅く埋設する
○狭く曲がった道路の現場 → マンホールを減らした曲管
○⼤きな⽔路がある道路の現場 → 伏せ越し

○現場施⼯的には早く安くできる
○できるだけマンホールを減らしたほうが早くできる
○本管を浅くできるため安くできる など概ね良好な意⾒

現場での地元企業からの主な意⾒

官⺠連携⼿法の適⽤

○設計+施⼯⼀体発注⽅式（複数年⼀括発注）
○排⽔設備の新たな仕組み（つなぎ易くするしくみ）

○技術者配置、発注規模、企業共同等で活発な質問
○排⽔設備（案）については概ね前向きな意⾒

地元企業からの主な意⾒

○官⺠連携⼿法に対するしくみを説明
○発注規模など、引き続き検討課題の明確化
○関係者が市の下⽔道事業について今後も積極的に情報交換

 

 

 

５. 意見交換会を踏まえた事業スキーム（案）

意⾒交換を踏まえた事業スキームのイメージ

発注方式
詳細設計と施工

の一括発注方式

イメージ

特 徴

•設計と製作・施工を一元化することにより、
施工者のノウハウを反映した設計、施工
者の固有技術を活用した合理的な設計
が可能となる。

•設計時より施工を見据えた品質管理が
可能となるとともに施工者の得意とする
技術の導入が促進される。

応募グループ

設
計
企
業

施
工
企
業

施
工
企
業

発注者 国利用者

使用料 補助金

施工請負契約

管きょ⼯事の官⺠連携事業例 排⽔設備⼯事の官⺠連携事業例

発注方式 排水設備施工を含むＰＦＩ方式

イメージ

特 徴

• 接続率向上を目指し、SPC側が排
水設備を施工し、その後利用料と
して割賦方式で整備費を徴収する

• K市が排水設備利用料について保
証すればSPCは資金調達が容易
になる。

• 排水設備を自治体所有に出来る
か確認が必要。

SPCK市
サービス費

＋
排⽔設備利⽤料

管渠等 宅内
排⽔設備

整備・維持管理

下⽔道使⽤料＋宅内排⽔設備利⽤料

利⽤者

貸与
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６. 地元企業の意見

【第1回】平成27年11⽉5⽇

【第2回】平成28年1⽉13⽇

課題 管きょ工事 排水設備工事

課題や

意見

○現場条件によって市に提案している
・建物の塀が掘削する箇所に近接しており、開削施
工により支障がある場合は推進工事を提案

・もっと浅くしたいが、既に前後の高さが決まっている
ため施工段階ではもう変更が難しい

・施工上の問題で小型のマンホールを提案

・水位が高い個所はリブ管の使用も必要

○請負後に試掘で確認する場合がある
・予期せぬ埋設管が出る可能性がある場合は試掘を
行い、仮設工法について提案

○高齢者世帯の接続
・市からは利子補給制度はあるが元金については個人
が借り入れなければならず、高齢者世帯では銀行から
借り入れすることが難しい

○家屋の形状の問題
・公共マスの設置位置から含めた提案を求められる

・宅内排水設備を設置する場合、家屋のリフォームもし
なければならない場合もある

テーマ 管きょ工事 排水設備工事

課題や

意見

○規模・しくみ・技術者配置などの質問
・入札時の資料としてどこまでの資料が提示されるか

・どの程度の規模で発注されるのか

・共同企業の組み方、技術者の配置はどうなるのか

・どの程度設計変更が認められるのか

・地元企業による競争激化 など

○新しいしくみに対する質問・意見
・ＰＦＩやＳＰＣ（特定目的会社）のしくみについて

・事業期間の考え方について

・接続促進にＰＰＰは効果があると思う など

 

 

 

７. 現時点での回答（案）

テーマ 現時点での回答（案）

発注方式

○地元企業の参画が得られやすい工夫
・基本設計で得られた資料は適切に提示し、地元企業の提案が余り大変な手
間がかからないように、積極的に活かせるように考える

○共同企業体（ＪＶ）の考え方
・分担施工型ＪＶも想定しており、各工区における責任施工も可能と考える。

○特定目的会社（SPC）の考え方
・各地元企業の立場を考慮した柔軟なしくみを考える。

引き続き

検討課題

○発注金額・規模・期間
・予算制約等も考えて妥当な期間、金額、規模を今後検討する。

○設計変更の考え方
・設計変更の考え方については今後検討する。

○排水設備のＰＰＰの考え方
・制度設計及び法的な内容について今後検討する。
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⑥Ｏ市（官民連携事業を進めるまでのスケジュール検討事例） 

Ｏ市では 10 年間での汚水処理整備における地区選定の考え方と、その一部地区に対する官

民連携事業を進めるまでのスケジュールの検討を行った。 

その事例報告を以下に示す。 

 

１．検討の目的 

中期計画（10 年整備）における汚水処理整備を実現するため、10 年での整備可能量を設定

し、事業を実施する優先度を定める。また、整備可能量を設定する上で、低コスト技術の導入

効果を検討し、未普及地域の早期解消に向けた整備スケジュールを設定するとともに、ＰＰＰ

候補地における当面のスケジュールについても検討する。 

なお、整備計画の策定では早期整備の観点から、汚水処理施設に有する特性、経済性等を総

合的に勘案した上で、集合処理区域が適切と判断された区域であっても、10 年以内に整備が概

成しない地域については、地域住民の意向等を踏まえ、早期概成が可能な手法を導入するなど

の弾力的な対応を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)⑥-1 アクションプラン区域の設定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現計画区域 

未整備面積：1,299ha（内 実整備：575.6ha）

整備事業費：約 205 億円 

見直しによる下水道整備区域 

整備面積：436.0ha 

整備事業費：約 152 億円 

低コスト技術を 

取り入れた整備計画 

【整備事業費】 

約 152 億円⇒約 140 億円 

整備優先順位の設定 

地域特性等を踏まえた優先順位

の設定 

 

整備可能投資額の設定 

 
【投資額】 

10 年間で 100 億円と設定 

アクションプラン区域の設定 

PPP 手法の導入 

財政シミュレーションによる区域の調整 

（経済性による区域の絞り込み） 



 

資料-67 
 

２．低コスト技術を取り入れた整備計画の作成 

未普及地域の早期解消に向け、クイックプロジェクト技術のパッケージ導入やコストキャッ

プ型下水道を導入し、早く安く下水道整備手法を踏まえた中期計画を策定する。 

表(3)⑥-1に低コスト手法を導入した場合による事業費を示す。 

 

表(3)⑥-1 地区別事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本検討では、低コストを導入することで、約 152 億円から約 140 億円へ約 12 億円事業費を

削減することとなる。（7.7％の縮減） 

 

 

通常費
低コスト

導入
通常費

低コスト
導入

通常費
低コスト

導入

（ha) （人） (百万円） (百万円） (百万円/ha） (百万円/ha） (百万円/人） (百万円/人）

既事業化区域① 70.8 1,496 1,991 1,836 28.12 25.93 1.33 1.23

既事業化区域② 20.9 200 331 307 15.83 14.70 1.65 1.54

既事業化区域③ 7.6 464 467 431 61.89 57.07 1.01 0.93

既事業化区域④ 57.8 1,906 1,976 1,824 34.21 31.57 1.04 0.96

Ｋ地区 47.3 1,549 2,541 2,346 53.70 49.57 1.64 1.51

Ｍ地区 18.3 366 601 554 32.80 30.24 1.64 1.51

ＩＫ地区 18.3 342 849 783 46.42 42.80 2.48 2.29

Ｙ地区 2.7 132 291 273 106.29 99.63 2.21 2.07

Ｓ地区 2.6 28 26 10.58 9.75 － －

ＳＳ地区 37.1 1,448 1,620 1,493 43.61 40.21 1.12 1.03

ＳＤ地区 75.3 2,020 1,804 1,663 23.96 22.09 0.89 0.82

ＳＫ地区 31.4 640 1,041 960 33.13 30.55 1.63 1.50

Ｈ地区 27.0 657 834 769 30.85 28.44 1.27 1.17

Ｈ２地区 9.3 15 113 104 12.23 11.27 7.54 6.95

その他 0.8 38 119 110 143.74 132.53 3.14 2.89

小計 427.3 11,273 14,606 13,478 34.18 31.54 1.30 1.20

427.3 11,273 14,606 13,478 34.18 31.54 1.30 1.20

3.4 41 344 317 100.29 92.47 8.39 7.74

5.3 34 204 188 38.91 35.87 6.01 5.54

436.0 11,348 15,154 13,983 34.76 32.07 1.34 1.23合　　計

ha当り費用 1人当り費用総事業費

Ｏ
地
域

Ｏ地域

HN地域

Ｔ地域

項　目
面積
合計

定住
人口
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３．整備優先度の設定 

整備区域の設定には、検討単位区域の整備優先度を設定し、優先度から高いものから、10

年で整備できる区域を設定する。今回の設定では、最終的に地区単位で優先度を評価する。 

優先度の設定方法は、地区単位による「接続先の状況」、「施工性」、「地区内におけるブロッ

ク単位の総合評価」、「地域要望（アンケート調査結果）」及び「その他の要因」により順位を

設定する。「地区内におけるブロック単位の総合評価」については、先に検討した経済性によ

る比較検討のほか、地域要件等を考慮し設定する。 

「地域要望」については、未整備区域を対象にアンケート調査を実施し、公共下水道への整

備要望を表(3)⑥-4に示す項目により評価した。 

「その他の要因」については、得点化できない事項（市の政策など）を検討し優先度に取り

入れる。 

ただし、Ｔ地域、ＨＮ地域は、規模が小さい（家屋が 1戸など）ため、本検討では対象外と

する。 

 

表(3)⑥-2 地区内における評価 

項目 内容 評価 

① 検討区域における接続先 

検討地区について、流出先が事業化区

域にあるか、いくつかの地区を経由し

ないといけないのかを評価 

高 流出先が流域接続点又は既設管渠 （評価点：1.00）

 

 

低 いくつかの未整備地区を経由    （評価点：0.50）

② 施工性の評価 

検討地区について、施工上の容易性、

河川、国道、橋梁等の横断により早期

施工が困難でないか評価 

高 施工性に問題になし       （評価点：1.00）

詳細な設計が必要        （評価点：

0.75） 

河川横断などで関係機関協議が必要（評価点：0.50）

早期に施工できない       （評価点：0.25）

低 施工困難            （評価点：0.00）

③ 地区内におけるブロック 

単位の総合評価 

地区内の各ブロックについて表(3)⑥

-3 に示す項目を総合評価 

高 総合評価が高い 

 

 

低 総合評価が低い 

④ 地域要望 

（アンケート調査結果） 

アンケート調査結果を基に地区ごとの

下水道整備要望を評価 

（表(3)⑥-4 に示す項目を総合的に評

価） 

高 下水道整備要望が高い 

 

 

低 下水道整備要望が低い 

⑤ その他の要因 市の政策による評価 得点化できない事項について、検討し評価 
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表(3)⑥-3 地区内におけるブロック単位の評価項目 

項目 内容 評価 

① 事業化区域の有無 検討区域が事業化区域内か外かで評価

高 a：検討区域が事業化区域内 

 

 

低 e：検討区域が事業区域外 

② 用途区域の有無 検討区域が用途区域内か外かで評価 

高 a：検討区域が用途区域内 

 

 

低 e：検討区域が用途区域外 

③ 経済性による評価 

（指標③10 年浄化槽+不確実）

「処理区域の設定」で検討した経済性

（指標③10 年）による評価 

高 a：検討区域の経済判定が集合有利 

 

 

低 e：検討区域の経済判定が個別有利 

④ ha 当り人口 （人/ha） どれだけ人口が密集しているか評価 

高 a：人口密度が 50 人/ha 以上 

b：人口密度が 25 人/ha 以上～50 人/ha 未満 

c：人口密度が 15 人/ha 以上～25 人/ha 未満 

d：人口密度が 5 人/ha 以上～15 人/ha 未満 

低 e：人口密度が 5 人/ha 未満 

⑤浄化槽の設置割合（％） 
検討区域内による浄化槽設置割合を評

価 

高 a：浄化槽設置割合が 0％～20％未満 

b：浄化槽設置割合が 20％以上～ 40％未満 

c：浄化槽設置割合が 40％以上～ 60％未満 

d：浄化槽設置割合が 60％以上～ 80％未満 

低 e：浄化槽設置割合が 80％以上 

⑥ 経済性による評価 

（汚水処理原価による評価） 

「処理区域の設定」で検討した経済性

（汚水処理原価）による評価 

高 a：汚水処理原価が 100 円/ｍ3未満 

b：汚水処理原価が 100 円/ｍ3以上～ 150 円/ｍ3未満

c：汚水処理原価が 150 円/ｍ3以上～ 200 円/ｍ3未満

d：汚水処理原価が 200 円/ｍ3以上～ 250 円/ｍ3未満

低 e：汚水処理原価が 250 円/ｍ3以上 

※各評価項目に重要度（重み付け）を設定して評価を行う。 

 

表(3)⑥-4 地区内における地域要望の評価項目 

項目 内容 評価 

① 浄化槽設置状況 検討区域の合併浄化槽設置割合 

高 ：浄化槽の設置割合が低い 

 ↕  

低 ：浄化槽の設置割合が高い 

【5％単位で評価（0％＝1.00、50％＝0.00）】 

② 下水道整備の希望割合 
汚水処理で整備する場合、下水道整備

を希望する人の割合 

高 ：希望割合が高い 

↕  

低 ：希望割合が低い 

【5％単位で評価（0％＝0.00、50％＝1.00）】 

③ 下水道による早期整備 

希望割合 

下水度整備の早期概成を希望する人の

割合 

高 ：希望割合が高い 

 ↕  

低 ：希望割合が低い 

【10％単位で評価（0％＝0.00、100％＝1.00）】 

④ 下水道整備後の接続意思 下水道整備後の接続意思の割合 

高 ：人口密度が 50 人/ha 以上 

 ↕  

低 ：人口密度が 5 人/ha 未満 

【10％単位で評価（0％＝0.00、100％＝1.00）】 
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４．10 年間の可能事業投資額 

「2.整備優先度の設定」による結果を参考に整備順位を設定した場合、表(3)⑥-5のとおり

となる。現在、10 年間の投資額を 100 億円とした場合、順位が 8位までの整備となる。 

 

表(3)⑥-5 整備優先度 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道整備とは別に農業集落排水施設について、公共下水道への接続を今後 10 年以内に計

画していることから、接続に要する費用についても考慮する必要がある。 

 

【まとめ】 

 現時点の投資可能額から、優先順位を 8位までの地区を 10 年間で整備する。 

 その他の地区については当面は他の整備手法を推奨するが、更なる低コスト化、ＰＰ

Ｐの導入を進めるなかで、コストの低減と接続率の向上が見込めた段階で、更なる整

備区域の拡大を検討する。 

 優先地区のうち、官民連携の利点が活かすことができ、既整備区域と隣接していない

２地区について、ＰＰＰ候補地として選定した。 

投資額100億円による

範囲 

10 年以降に整備 

整備
順位

地区名
定住人口
（１０年後）

1人当たり
事業費

（百万円/人）

事業費
（百万円）

事業費（累計）
（百万円）

整備優先度の
総合評価
（①～④の
優先順位）

1 既事業化区域④ 1,889 0.97 1,824 1,824 2
用途区域

（一部用途外）

2 既事業化区域① 1,540 1.19 1,836 3,660 9 用途区域

3 既事業化区域② 434 0.71 307 3,967 3
用途区域

（一部用途外）

4 既事業化区域③ 481 0.90 431 4,398 1
用途区域

（一部用途外）

5 ＳＤ地区 2,020 0.82 1,663 6,061 4

6 Ｋ地区 1,549 1.51 2,346 8,407 5 処理センター隣接 ＰＰＰ候補地

7 Ｈ地区 657 1.17 769 9,176 6 流域幹線有り ＰＰＰ候補地

8 ＳＳ地区 1,448 1.03 1,493 10,669 12

9 Ｍ地区 366 1.51 554 11,223 11

10 Ｙ地区 132 2.07 273 11,496 8 処理センター隣接 ＰＰＰ候補地

11 ＳＫ地区 640 1.50 960 12,456 13

12 Ｓ地区 0 ― 26 12,482 10 定住人口無

13 Ｈ２地区 15 6.93 104 12,586 14 定住人口が少ない

14 ＩＫ地区 342 2.29 783 13,369 7 農集接続時に整備

11,513 1.16 13,369

備考

計
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５．ＰＰＰ検討スケジュール 

 上記でＰＰＰ候補地として選定された 2 地区について、検討スケジュールを以下のように設定した。 

 

PPPスケジュール　（DB方式）

工　　程

工　　　種 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1.導入可能性調査(Ｋ地区）

　基本設計

　地質調査

2.ＰＰＰアドバイザリー委託

　実施方針策定・公表 素案

　民間事業者の募集

　民間事業者の評価・選定・公表

　事業契約書等の締結

事業開始

3.モニタリング委託

下水道法・都市計画法事業計画

先行下水道法事業計画(Ｋ地区）

下水道法事業計画(市全域）

都市計画法事業認可（市）

議　会 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

① ・アクションプラン　常任委員会委員会中間報告・委託費　補正

② ・市長発表：未普及解消に向けた方針　・アクションプラン　常任委員会報告　・ＰＦＩ関連予算をＨ２８年度当初予算に計上

③ ・ＰＦＩ導入可能性調査結果・アドバイザリー契約常任委員会報告

④ ・実施方針案・債務負担行為

⑤ モニタリング債務負担行為・関連予算をＨ２９年度当初予算に計上

⑥ モニタリング契約常任委員会報告

H31

（
D

B

方

式

）

H27 H28 H29 H30
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⑦Ｈ市（管民連携事業における庁内事前検討事例） 

Ｈ市では官民連携手法の導入を検討する前に、庁内における事前検討を行った。 

その事例報告を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H市における下水道整備に向けた
官民連携手法導入の庁内事前検討資料

1．未普及解消に向けたの検討経緯と現状の課題

【アクションプランの見直し方針】

●H処理区については、平成27年度に汚水処理整備に関するアクションプランを策定中である。アクションプラン

策定前は、H処理区とS処理区（約1,000ha）を8つのブロックに分割し、下水道で順次整備する予定であったが、策

定後は約150haに縮小し、概ね10年間で下水道普及の概成を目指すこととした。

また、今回下水道から外した区域については合併浄化槽を積極的に推進する区域とし、市内全域においても概ね10

年間で汚水処理の概成を目指すこととした。

●アクションプランにおいては、約150haを優先順位に従い、

10年概成を目指して対応する予定である。（具体の方策は今後検討）

【アクションプランを推進していくための主要課題】

●人の視点

市街地における下水道建設の新規着手に向け、地元調整や建設事業、

および既整備区域の維持管理に従事する職員数の不足が懸念される。

●カネの視点

整備区域の経費回収率が向上しないと、

拡大しても将来的に経営上、非常に苦しい状況が想

定される。また、起債償還額の今後の推移を鑑みても、

より効率的な建設・維持管理が必要である。

●モノの視点

今までの整備手法では、時間・財政的な課題や制約が

多く、より効率的な整備手法が望まれる。
※下水道データベースなどを活用 2
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【方針の具体化のために（例）】

【検討方針１】時間軸を踏まえた整備の効率化

時間的・財政的な課題を解決するため、様々な⼿法について検討する。

【検討方針２】集合処理区域の整備手法の弾力化

新技術の積極的な提案を促すため、設計・施⼯双⽅に⾃由度を持たせた提案型の発注
⽅式を検討する。
また、既存企業の中から参加予定企業の動向についても予備調査を⾏う。

【検討方針３】経費回収率の向上

既存地区の接続率向上も視野に⼊れ、今回整備地区と⼀体的な将来的の維持管理も
含めた対応策を検討する。

２．未普及解消のための方針

これらを総合的に解決するため、官民連携事業の
可能性について調査し、導入の是非を明らかにする。

※検討業務については補助事業を有効活用 3

 

３．今後のスケジュール（案）

今年度 H○○年度 H○○年度 H○○年度

上期 下期 上期 下期

都道府県構想の策定

アクションプランの策定

法⼿続き

内部決済等
（⼀部議会承認）

官⺠連携事業

地元説明会

都決・下法・都計などの法⼿続

導⼊可能性調査 アドバイザリー
業務

アクションプラン

優先的整備処理区の決定 官⺠連携⼿法検討着⼿の決定

事業開始
官⺠連携⼿法

についての勉強会

都道府県構想

⾃治体による官⺠連携⼿法
の事前検討 公募開始 事業者選定実施⽅針

作成

今後の下⽔道整備区域
官⺠連携事業の検討着⼿

官⺠連携事業採⽤決定
アドバイザリー業務補正予算

債務負担の承認

●重要な意思決定時期

・今年度10月に処理区の整備方針を○○委員会等で決定

・今年度３月に議会に処理区整備方針と官民連携手法導入調査着手を承認

・処理区の整備方針に基づき、今年度から法手続き業務を開始

・来年度当初より官民連携手法の導入可能性調査を委託

・来年度10月に官民連携手法の導入を決定し、アドバイザリー業務の補正予算化

・来年度末に事業者選定に向けて債務負担行為の承認を議決 4
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４．導入調査における事前調査（1）

【導入可能性調査実施に向けた事前整理事項①】

官民連携手法の導入について具体的な検討に着手する前に以下の項目について事前に整理した。

●官民連携が有効な地区の選定

住民の接続意向を踏まえて優先順位の高い「市の玄関口である駅周辺地区」に対して官民連携手法の

導入を検討する。

駅周辺地区については、処理場施設の新設、管渠整備の工夫の可能性 早期整備の必要性、整備の優

先度などから官民連携手法のメリットが活かせると考えられるため導入可能性について具体に調査する。

●民間提案を求めた場合のメリット

効率的な施工の実現と全体的なコスト縮減

複数年一括発注で且つ処理場と管渠を組み合わせて同時建設によって効率化の可能性がある。

（補助金/交付金も複数年で可能）

大手維持管理企業とのＪＶによって技術力を補完

省エネ、コスト縮減を考慮した新規性のある処理方式を導入を考慮する場合、地元企業の活用（将来

的には地元企業による運営）を基本としつつ、当面は大手維持管理企業と地元企業のＪＶによって技術

力を補完することも有効

5

 

【導入可能性調査実施に向けた事前整理事項②】

●想定される官民連携のイメージ

 現有執行体制を踏まえれば、維持管理業務の効率的なアウトソーシングが不可欠

 多くの処理場を抱えることを想定すれば、将来的には事業区分を超えた一体的な管理手法の導入が必要

 地元業者によるきめ細かい対応と大手企業等の有するノウハウの組み合わせによる日常管理の効率化と

緊急時対応の迅速化の両立が効果的

４．導入調査における事前調査（2）

6

既設下水道

既設農業集落排水

新設下水道

市管理浄化槽

（当面現状管理・地元）

大手・地元ＪＶ型ＰＦＩ

（現状管理：個人・地元）

協
議
会

（例えば、10年）

個人管理浄化槽

ａ社

ｂ社

Ａ社－ａ社

Ｂ社－ｂ社

Ａ社－ｃ社
協
議
会

（
汚
水
処
理
施
設
の
一
元
管
理
）浄化槽ＰＦＩ導入

概成以降施設整備概成まで

官民連携イメージ図
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⑧Ｔ市（ＤＢ方式と異なる設計施工同時発注方式の検討事例） 

Ｔ市ではＤＢ方式と異なる設計施工同時発注方式の検討を行った。 

その事例報告を以下に示す。 

 

１．汚水管きょ整備に関する現状の課題と対応策 

（１）課題の整理 

① 単年度会計のため、委託や工事において繁忙期と閑散期が発生している。 

② 10 年概成に向けて、整備を推進するため平準化（連続性）を図りたい。    

③ 詳細設計と建設工事において重複作業や設計の手戻りがあるため、設計施工一括発注

方式を導入したいが、工事を請け負う地元業者は設計に関する経験がないため対応が

困難である。 

 

（２）課題に対する対応策 

〇 設計施工同時発注方式の実施方針 

① 基本設計成果を基に、詳細設計と建設工事を同時に複数年契約として発注する。 

② Ｔ市とコンサルタント、建設会社が「三者会議」を頻繁に実施し、民間同士の連携を

図り、創意工夫により効率的な整備方法を模索して早期供用を目指す。 

③ 連続した施工により平準化が可能となる。 

④ 工事中に発生する課題へ早期に対応できる。 

 

【市・コンサル・建設会社の関係】

三者会議

（豊田市）

・指示、承諾 ・設計の検査 ・照査

・工事目的物の検査 ・修補指示

（コンサル）
･基礎調査の実施

･詳細設計の実施

･製作者・施工者と

の協議

･設計照査
･工事中の問題対応

･設計変更の整理

（建設会社）
･詳細調査の実施

･施工計画策定

･資機材の調達

･施工方法の選定

･設計者との協議
･安全管理

･施工品質管理

（豊田市）
設計・施工

マネジメント

設計業務に

関する契約

工事に

関する契約

（Ｔ市）

（Ｔ市）
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２．実施方針を実現するための設計施工同時発注方式のフロー 

基本設計

詳
細
設
計

Ａ
工
区

詳
細
設
計

Ｂ
工
区

建
設
工
事

Ａ
工
区

建
設
工
事

Ｂ
工
区

1年目

2年目

3年目

4年目

基本設計

従来方式 設計施工同時発注方式

詳細設計 建設工事

･基本設計を基に詳細設計と建設工事を発注する。

･一般公募型競争入札方式を基本とし、簡易型

総合評価方式の導入する。

･工事発注するため、設計精度の向上を図る。

（試掘、地下埋設物調査、住民説明会、

取付管調査）

･市-コンサル-建設会社の 三者会議 を実施して

連携を高め、事業効率の向上を図る。

･建設会社は、コンサルと連携して詳細設計に必

要な調査を行うとともに、施工者の目線で整備

方針を意見提案する。

・建設会社はコンサルと連携して、コスト縮減、

早期供用を目的とした VE提案 を検討する。

･コンサルタントは、工事中の問題を早期に解決する

ほか、竣工図書や設計変更等を整理する。

･年度末、年度初めの空白期間は、複数年

契約とすることで連続性を持たせる。

Ａ
工
区

Ｂ
工
区

Ａ
工
区

Ｂ
工
区

･従来手法より早期供用開始を目指す。

･建設工事が早期に完了することにより、市は

次年度以降の施工予定箇所に着手することが

可能となる。

・建設会社は、他工事への参加が可能になるなど、

効率的な事業運営を図ることができる。

･詳細設計が完成した地区から順次着工。
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３．計施工同時発注方式を保管するＶＥ方式の導入 

 

ＶＥ提案の実施

コンサルタント－建設会社が連携して、詳細設計素案を

基にコスト縮減や早期供用（施工期間の短縮）を目的と

して、ＶＥ提案を実施する。

市は、「Ｔ市ＶＥ制度実施要綱」に基づき、ＶＥ提案

を審議して採用を検討する。

（1）効率的な路線への変更

（2）工法の選定

（3）取付管の工法選定

（4）工期短縮・コスト縮減に

向けた取組

［ＶＥ提案事例］

■ 工事費の削減 建設会社：ＶＥ提案による工事費の削減は、変更対象額の1/2を建設会社

へ還元する。

［ＶＥ提案の導入効果］

■ 工期短縮 建設会社：工事閑散期が短縮できるため、経営の安定化を図ることが

できる。

Ｔ市 ：早期に供用開始が可能となり、使用料収入が増加する。

さらに、次年度以降の施工予定箇所に着手することができ、

未普及解消を推進できる。

コンサル 建設会社

豊田市

(担当課)

整備方針の提案

設計へ反映

三者会議において

ＶＥ提案を検討

豊田市

(審議会)

付
議

採
否
通
知

（Ｔ市）

（Ｔ市）
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⑨Ｋ市（導入検討調査前における民間企業事前説明の検討例） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５の回答 

（1）建設企業の結果 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（2）建設コンサルタントの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査実施主体：  

調査期間：平成○○年○○月○○日～平成○○年○月○○日 

  調査対象：建設業者：○社 

       建設コンサルタント業者：○社 

  回答数 ：建設業者：○社 

       建設コンサルタント業者：○社 

  ヒアリング概要： 

   問１ 説明内容に関する質問 

   問２ 問１で『理解できなかった』と答えた方への質問 

   問３ 新たな発注方式で実施する場合の課題に関する質問 

   問４ 問３の課題の解決方法に関する質問 

   問５ 今後、ＤＢ一括発注方式による発注が行われた場合に関する質問 

問６ 説明資料に示したメリット・デメリットについての質問 

公共下水道未普及地域の解消に向けた今後の整備方針にかかる説明会 

【アンケート結果】概 要 

問５ ① ぜひ参加したい

② 条件が整えば参加したい

③ あまり参加したくない

④
まったく参加する
つもりはない

⑤ その他

今後、DB一
括発注方式

による発注が
行われた場

合に関する質
問

15%

60%

15%

10%

0%

問5

1

2

3

4

5

問５ ① ぜひ参加したい

② 条件が整えば参加したい

③ あまり参加したくない

④
まったく参加する
つもりはない

⑤ その他

今後、DB一
括発注方式

による発注が
行われた場

合に関する質
問

20%

55%

25%

0% 0%

問5

1

2

3

4

5
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※『ぜひ参加したい』と『条件が整えば参加したい』の合計が概ね 7 割以

上であったため、本格的に検討を始めることとした。 

アンケートにおける質問とその回答 

1）建設企業 

問 質問 回答 

問

2 

・この日の説明会の主旨が判り難い。 
・説明会の主目的は民間事業者の参加意欲の確認

です。 

・この日の説明会に集まった企業が、今後、どのような立場で関

わるのかが判らない。 

・参加企業が JV 若しくは単体で受注する方法で

検討します。 

・現時点での「公共下水道未普及地域の解消に向けた今後の整備

方針」の具体的な工種等の内容、規模が判らない。 

・詳細な工事内容は検討が進んだ段階で提示しま

すが、工種は主に開削工法による下水道管渠布設

工事です。 

・条件設定の明確化（提案後の変更条件） 
・変更条件については検討が進んだ段階で提示し

ます。 

・発注者側の設定に対する企業側の裁量範囲 
・企業側の裁量についても検討が進んだ段階で提

示します。 

・DB 方式の場合、建設会社に設計部門が無ければ、設計会社と

共同で参画することは可能か。 
・設計会社と共同で参画することは可能です。 

・発注形態については、総合評価方式のように工事価格等も評価

の対象になるのか、あるいはプロポーザル方式のように提案書の

評価に重きを置いた入札形態となるのか。 

・総合評価方式もしくはプロポーザル方式につい

ては、今後検討が進んだ段階で提示します。 

・現時点で、発注者が想定されている事業者の条件（経営審査事

項の範囲など）や制約（設計部門を有する企業に限るなど）はあ

るのか。 

・現時点での民間事業者の条件は決めておりませ

ん。 

・PPP 手法の導入検討地区となっている○○地区は同時着工の

予定か。 

・○○地区同時着工かどうかについても現時点で

は決めておりません。 

問

3 

・入札時の金額は、どの様に決定されるのか。又、設計変更等は、

あるのか？ 

・入札時の金額は基本設計に基づいて決定されま

す。又、提案されたものに対して、当初予見され

なかったものについては設計変更の対象となる可

能性があります。 

・全体の施工規模は、どれ位で考えているのか。又、長期にわた

るので、支払方法はどうなるのか。又、どれ位の施工規模で検査

等は行うのか。    

・導入検討地区は○○地区を想定していますが、

施工規模単位、支払方法、検査等は、今後検討が

進んだ段階で提示します。 

・配置技術者は、専任か。又、施工業者は設計が終了してからの

施工になるが、その期間も配置技術者を専任で置くのか。又、事

業期間中に長期期間施工しない時期があれば、その期間も配置技

術者を専任で置くのか。 

・配置技術者の専任については今後検討が進んだ

段階で提示します。また、設計期間及び施工しな

い期間に対する専任についても今後の検討課題で

す。 

問

4 

・内容か金額のどちらを重要視するのか。 
・両方重要視しますが、点数配分など今後検討が

進んだ段階で提示します。 

・仮に 5 年間の工事期間で最大でいくらぐらいなのか。 
・金額についても基本設計がまとまった段階で提

示する予定です。 

・何かの理由で工事がストップした場合も、他の工事に配置はで

きないのか。 

・専任技術者の配置については今後検討が進んだ

段階で提示します。 

・施工しない期間が長期であれば、工事一時中止期間というもの

を設けることは可能か。 

・施工しない期間が存在した場合の取り扱いにつ

いては、今後検討が進んだ段階で提示します。 

自

由 

 

・コンサル会社との共同企業体はどうするのか。 

工事期間で約 5 年間、工事金額が仮に何億円かの立替金が発生

すると思われるが、今後地元銀行も含め、会議を進めてはどうか。

・建設コンサルタント企業とのＪＶ、もしくは民

間同士の下請け契約などが考えられるが、今後検

討が進んだ段階で提示します。 
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・○○市が「官民連携事業を活用した下水道普及促進検討業務」

におけるモデル都市に選出されたことは、決定事項として理解し

たが、それは即ち PPP 手法を活用した下水道管渠整備を行うこ

ととイコールなのか。また、DB 方式の採用は決定事項なのか。

更には、○○地区については、DB 方式の導入が決定していると

考えてよいのか。あるいは導入されない可能性もあるのか。  

・今回の民間事業者へのアンケート調査によって、

ＤＢを含むＰＰＰ手法の本格的検討に入るかどう

かの判断をします。 

そのうえで○○地区の取り扱いも検討します。 

2）建設コンサルタント企業 

問 質問 回答 

問

2 

・契約時点はどこか。また、積算は誰がするのか。市で行う場

合、受注者の立場が弱くなるのではないか。 

・契約時点は基本設計後に、詳細設計と施工を一体

的に発注した後、受注者を審査し契約します。 

積算は市で行う予定です。 

・タイムスケジュールが遅延した場合の瑕疵は誰が負うのか。

・諸般の事情で予算超過した場合のコスト負担は、誰がどのよ

うに処置されるのか。 

・工程の遅延は共同企業体若しくは単体企業で負い

ます。また、共同企業体内の責任は企業間の責任分

担となります。 

・予見することが困難な場合は市によって変更する

予定です。 

問

3 

・受注後の作業内容が大きく変わった場合の変更額の自由度は

あるのか。一般的に増額変更は、受注額の 20%程度とされて

いる場合が多い。 

設計業務の完了時期と入金の時期が不透明である。工事の工期

が延びた場合、設計における精算（入金）も延びるのか。 

・受注後、市の責において大幅に変更された場合は

設計変更の対象となります。 

支払い方法は今後検討を進めた段階で提示します。

・施工業者主体の設計になるのではないか。（取引先との関係

で、施工方法が決まるのでは。） 

・施工業者との請負契約となれば、当然施工業者主

体の設計及び発注期間となります。 

・提案内容(技術内容・コスト、工期）について、誰がどのよ

うに判断するのか。また、優先順位（コストか工期か品質か等）

はどのようになるのか。 

・提案内容については市で判断します。優先順位に

ついては今後検討を進めた段階で提示します。 

・変更が生じた場合の予算処置はどのようになるのか。 
・受注後、市の責において大幅に変更された場合は

設計変更の対象となります。 

・遅延リスクは誰が負うのか。 

・工程の遅延は共同企業体若しくは単体企業で負い

ます。また、共同企業体内の責任は企業間の責任分

担となります。 

自

由 

・入札公告、入札説明書の概要をすでに考えていたら、（案）

として提示いただけないか。 

・入札広告、入札説明書については、今後の業務で

確定していくため、現段階では未定です。 

質問：導入検討調査を実施した企業が DB 一括発注方式に参加

できるか否か。 
基本的には参加出来ません。 

主な意見のまとめ 

①企業体構成（建設、コンサルタントのＪＶ等）に対する課題に関わる内容 

②リスク分担の明確化の要望に関わる内容 

③入札参加条件の確認に関わる内容 

④入札の詳細に関わる内容 
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その他の意見 

問２：説明内容に対する質問 
①入札の詳細事項に対する質問 

 ②リスク分担に対する質問 

 

問３：新たな発注方式で実施する場合の課題 
①事業期間の長期化に対する懸念 

 ②提案書作成に対する課題 

 ③予定価格算定方法に対する課題 

 ④リスク分担に対する課題 

 ⑤配置技術者に対する課題 

 ⑥事業者（施工業者）寄りの設計に対する課題 

 ⑦付帯工事に対する課題 

 ⑧協議に対する課題 

 

問４：課題の解決方法と思われる点 
①案内容に対する提案 

②予定価格算定方法に対する提案 

 ③事前協議の提案 

 ④リスク分担に対する提案 

⑤配置技術者に対する提案 

問５今後、DB 一括発注方式による発注に対する意向
①リスク分担の明確化が条件 

②発注金額、事業期間、参加資格等の入札条件 

 

問６主なメリット・デメリット  

 1）メリット 
①得意技術の適用 

  ②評価を主体とした選定による落札率の上昇 

  ③設計時期の調整 

  ④長期契約による経営の安定 

  ⑤早期完成 

 2）デメリット 
①現状よりリスクが増す可能性 

  ②長期契約による配置技術者の拘束 

  ③施工企業との連携が困難 

  ④提案書作成にかかる経費 

    ⑤地元企業の参入障壁 
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⑩Ｏ市（技術提案・交渉方式による発注プロセスに関する検討事例）  

1．事業スケジュール 

時  期 内   容 

H○○年 4 月 24 日 実施方針の公表 

H○○年 4 月 27 日 社会資本整備総合交付金 

一括設計審査（全体設計）申請書提出 

H○○年 5 月 12 日 社会資本整備総合交付金 

交付決定変更申請書提出 

H○○年 5 月 23 日 第 1 回プロポーザル審査委員会 

※委員の委嘱、事業概要の説明 

H○○年 7 月 14 日 募集要項の公表 

※公表資料：公告文、募集要項、要求水準書、事業者

選定基準、様式集、契約書(案) 

H○○年 7 月 18 日～7 月 24 日 資料閲覧及び貸出し期間 

※資料閲覧及び貸出し資料：基本設計書、区画割面積

表、測量成果品、地質調査報告書、地下埋設物調査資

料、流量表 

H○○年 7 月 18 日～7 月 24 日 募集要項に関する質問の受付 

※質問なし 

H○○年 7 月 31 日 募集要項に関する質問に対する回答公表 

※質問なしで公表 

H○○年 8 月 7 日～8 月 10 日 応募資格審査書類の受付 

H○○年 8 月 18 日 応募資格審査結果の通知 

※審査内容：応募資格審査書類の審査 

H○○年 11 月 15 日～17 日 提案書類の受付 

H○○年 11 月 29 日 第 2回プロポーザル審査委員会 

※提案内容の審査 

※プレゼンテーションの実施 

H○○年 12 月 15 日 第 3回プロポーザル審査委員会 

※提案内容の審査  ※事業者の選定 

H○○年 12 月 26 日 審査結果の公表 

H○○年 12 月 27 日 事業者選定結果の公表 

H○○年 1月 23 日 基本協定の締結 

H○○年 2月上旬 業務委託契約の締結 

H○○年 8月下旬 工事請負契約締結（提案内容に基づく） 
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２．事業スキーム 

(1) 応募者の構成 

応募者には、工事を行う企業（以下、「建設企業」という。）及び設計・施工監理を行う企業（以

下、「設計企業」という。）を含む。 

建設企業、設計企業はそれぞれ一企業とすることも、複数の企業の共同とすることも可能とする

が、同一企業が建設企業、設計企業を兼ねることはできない。また、一応募者の構成員は他の応

募者の構成員となることはできない。 

 

(2) 実施体制 

建設企業を JV で実施する場合には、特定建設工事共同企業体取扱要綱に基づき組成を行う

こととし、設計企業を JV で実施する場合には、設計共同体取扱要綱に基づき組成を行うこととす

る。 

なお代表企業については、建設企業の代表企業をもって応募を行う。 

 

 

 

 

 

     図 3-1 事業スキーム
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3．応募者の備えるべき応募資格要件等  

(1) 応募者に必要な資格 

応募者の構成員の資格要件は次のとおりとし、応募資格審査書類の提出期限の最終日（以下、

「応募資格要件確認基準日」という。）から基本協定締結日までの間において、法令等に基づく営

業停止等の措置を受けていない者。また、○○市指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けて

いない者。直近 1 年間に事業税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者である  こ

と。 

(2) 設計企業に必要な資格要件 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

② 設計企業の代表構成員は、次のいずれかの要件を満たす者を管理技術者及び照査技術者とし

て配置できること。なお、管理技術者と照査技術者の兼務は認めない。技術士法（昭和 58 年法律

第 25 号）による第 2 次試験のうち、技術部門を上下水道部門（選択科目は「下水道」）とするもの、

又は総合技術監理部門（選択科目は「上下水道一般-下水道」）とするものに合格し、同法による

登録を受けている者又は下水道法施行令（昭和 34 年政令第 147 号）第 15 条に規定された資格

を有するものとし、応募者と、本業務に係る応募資格審査書類の受付を行う日の 3 ヶ月以上前から

直接的な雇用関係にあること。 

③ 上記②に掲げるほか、本業務を行うにあたって、必要な人員及び資機材等を確保することができ

ること。 

④ 平成○○年度○○市有資格業者登録名簿（以下、「有資格業者名簿」という。）において測 

量及び建設コンサルタント等業務の「土木関係建設コンサルタント業務」のうち「下水道部門」に 

登録されていること。 

なお、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

者については、○○市長が別に定める手続に基づいて、当該業種について入札参加資格の再

認定を受けていること。 

⑤  募集要項の公表日現在、○○県内に主たる営業所（本社・本店等）又は従たる営業所（支店・

営業所等）を有し、当該営業所が有資格業者名簿に登録されていること。 

⑥  建設コンサルタント登録規定（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第 2 条の規定に基づく登録（登

録部門は「下水道」に限る。）を受けている者であること。 

⑦  ○○県内の地方公共団体から平成○○年 4 月 1 日から応募資格要件確認基準日までの間に

おいて発注した下水道管きょ実施設計業務を元請として完了し、成果品を引渡し済の実績を有す

ること。   

⑧  施工監理時は、次のいずれかの要件を満たす者を管理技術員として配置できること。技術士法

（昭和 58 年法律第 25 号）による第 2 次試験のうち、技術部門を上下水道部門（選択科目は「下水

道」）とするもの、又は総合技術監理部門（選択科目は「上下水道一般-下水道」）とするものに合

格し、同法による登録を受けている者又は下水道法施行令（昭和 34 年政令第 147 号）第 15 条に

規定された資格を有するものとし、応募者と、本業務に係る応募資格審査書類の受付を行う日の3
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ヶ月以上前から直接的な雇用関係にあること。 

(3) 建設企業に必要な資格要件 

①  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

②  建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下、「法」という。）の規定による特定建設業の許可を受

けていること。 

③  平成○○年 4 月 1 日から応募資格要件確認基準日までの間に、下水道管路の建設実績（元請

としての施工実績を有すること。）があること。また、有資格業者登録名簿（建設工事）において 

土木一式工事のＡ級に格付けされていること。 

なお、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

者については、○○市長が別に定める手続に基づいて、当該工種について入札参加資格の再

認定を受けていること。 

④  募集要項の公表日現在、○○市内に法第３条の規定による建設業の許可に基づく主たる営業

所（本社・本店等）を有し、当該営業所が有資格業者名簿に登録されていること。 

⑤  建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）第 27 条の 23 に規定する経営事項審査を 

応募資格審査書類提出手続きを行う 1 年 7 ヶ月以内に受審していること。 

⑥  次の要件を満たす主任技術者又は監理技術者を本工事現場に専任で配置できること。 

なお、応募者と、本工事に係る応募資格審査書類の受付を行う日の 3 ヶ月以上前から直接的 

な雇用関係にあること。ただし、契約履行時に契約日の 3 ヶ月以上前から直接的な雇用関係にあ

る者を新たに専任で配置することは可能とする。 

(ｱ)  1 級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有すること。 

  ＊同等以上の資格を有する者とは、次の者をいう。 

     a 1 級建設機械施工技士 

     b 法第 15 条第 2 号ロ又はハに該当する者 

       c 技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）による第 2 次試験のうち、技術部門を「建設部門」、 

「農業部門」（選択科目を「農業土木」に限る。）「森林部門」（選択科目を「森林土木」に限 

る。）「水産部門」（選択科目を「水産土木」に限る。）又は総合技術監理部門（選択科目を 

「建設部門」、「農業土木」、「森林土木」、「水産土木」に限る。）とするものに合格し、同法 

による登録を受けている者。 

(4) 応募者が資格要件を喪失した場合の取扱い 

応募者の代表企業及び構成員が、応募資格要件確認基準日の翌日から事業者決定日までの

間、4.応募者の備えるべき応募資格要件等に記載されている資格要件を喪失した場合は、以下

の取扱いとする。 

①  代表企業が資格要件を喪失した場合 

代表企業が資格要件を喪失した場合、当該グループを失格とする。 

②  構成員が資格要件を喪失した場合 
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代表企業以外の構成員が資格要件を喪失した場合、当該資格要件を喪失した構成員を除外 

し、当該構成員が請負、又は受託する予定であった業務について、新たに管理者へ応募資格

審査書類を提出し、応募資格の確認を受けたうえで、構成員の役割分担の変更、又は構成員の

追加を認める。 

(5) 応募者の制限 

以下のいずれかに該当する者は、応募者となることはできない。 

①  審査委員会に関する制限 

本事業の審査委員会の委員と資本面又は人事面において関連がある者は、参加希望者の代

表企業、構成企業にはなれない。 

②  アドバイザリー業務に関与している者に関する制限 

本事業に係るアドバイザリー業務に関与している者と資本面若しくは人事面において関連があ

る者は、代表企業、構成企業になることはできない。「資本面において関連がある者」とは、当該

企業の発行済株式総数の 100 分の 50 以上の株式を有し、又はその出資の総額の 100 分の

50 以上の出資をしている者をいい、「人事面において関連がある者」とは、当該企業の役員を

兼ねている者をいう。なお、本事業のアドバイザリー業務に係わっている者は以下のとおりであ

る。 

 

・株式会社 ○○   
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４． プロポーザル応募時の提出書類 

プロポーザル応募時に提出する書類は、下表のとおりとする。詳細は、提出書類作成要領及

び様式集を参照のこと。 

(1) 応募資格審査書類 

① 応募資格審査に関する提出書類 

・参加表明書 （様式 1-1） 

・資格審査申請書 （様式 1-2） 

・設計及び施工監理業務を行う者の応募資格要件に関する書類 （様式 1-3） 

・登録状況  ※建設コンサルタント登録証、通知書の写し （様式 1-3-1） 

・同種業務の実績  ※契約書、仕様書、設計書、TECRIS の写し （様式 1-3-2） 

・配置予定技術者の資格（設計） 

 ※技術士の場合   登録証明書、健康保険証の写し 

 ※下水道法施行令第 15 条に規定された資格者の場合 

   合格書、経歴書、健康保険証の写し 

（様式 1-3-3） 

・配置予定技術者の資格（施工監理） 

 ※技術士の場合   登録証明書、健康保険証の写し 

 ※下水道法施行令第 15 条に規定された資格者の場合 

  合格書、経歴書、健康保険証の写し 

（様式 1-3-4） 

・工事を行う者の応募資格要件に関する書類 （様式 1-4） 

・同種工事の実績  ※契約書、仕様書、設計書、CORINS の写し （様式 1-4-1） 

・配置予定技術者の資格 

※監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証、健康保険証 

の写し  

（様式 1-4-2） 

・プロポーザル応募者構成表及び役割分担表 （様式 1-5） 

・委任状（代表構成員→代表企業）（構成員→代表企業） （様式 1-6） 

・事業実施体制 （様式 1-7） 

・会社概要書及び定款（代表企業、代表構成員、構成員） （書式自由） 

・決算報告書 

（代表企業、代表構成員、構成員、決算報告書は直近 3 ヶ年） 
（書式自由） 

・登記簿謄本 

（代表企業、代表構成員、構成員、直近の履歴事項全部証明書原本） 
 

・法人税・消費税申告書及び納税証明書（代表企業、代表構成員、構

成員、直近 1 ヶ年） 
 

②その他 
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・プロポーザル応募辞退届 （様式 2-1） 

(2) 提案書類 

①提案書類審査に関する提出書類 

・提案書類提出書 （様式 3-1） 

・見積書 （様式 3-2） 

・見積金額計算書 （様式 3-3） 

②提案書 

・設計企業(設計・施工監理)の実績に関する事項 

※県内又は県外の実施設計実績 
（様式 4-1） 

・建設企業の実績に関する事項 

※市内又は市外の工事実績 
（様式 4-2） 

・工事概要に関する事項 

※全体の工区設定の考え方等 
（様式 4-3） 

・工事の確実性に関する事項 

※施工時の工事体制で配慮している事項、難工区の対策方法 
（様式 4-4） 

・近隣住民への対応に関する事項 

※周辺環境への対策等 
（様式 4-5） 

・設計の考え方に関する事項 

※設計手順、配管ルート選定の考え方等 
（様式 4-6） 

・設計計画平面図 

※設計手順、配管ルート選定の考え方等 
（様式 4-6-1） 

・流量計算表 

※設計手順、配管ルート選定の考え方等 
（様式 4-6-2） 

・施工計画に関する事項 

※新技術(クイックプロジェクト)の提案、採用理由等 
（様式 4-7） 

・工期の確実性に関する事項 

※冬期間工事の対策、交通誘導員の配置人数の考え方等 
（様式 4-8） 

・性能保証を行うための方策などに関する事項 

※市との協議内容、設計・施工時の性能保証の考え方等 
（様式 4-9） 

・緊急事態発生時の対応に関する事項 

※緊急事態発生時の対処方法等 
（様式 4-10） 

・月間あたりの使用電力量(kwh/月）に関する事項 

※基本設計で想定した電力量との比較 
（様式 4-11） 

・ライフサイクルコストに関する事項 

※基本設計で想定したライフサイクルコストとの比較 
（様式 4-12） 
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５. 事業者選定 

(1) 応募資格の審査 

①  応募資格審査書類の審査 

本市は、本事業の応募者に求めた応募資格審査書類が全て揃っていることを確認し、審査

する。書類不備の場合は失格とする。ただし軽微な書類不備の場合は、この限りではない。 

②  応募資格要件の審査 

本市は、応募者が募集要項に記載した応募者が備えるべき応募資格要件を満たしているこ

とを審査する。応募資格要件を１つでも満たしていない場合は失格とする。 

審査内容は、以下のとおりとする。 

審査事項 審査内容 

応募資格要件 

募集要項「第４章４－１．応募者に必要な資格」の各項目 

設計企業   第４章４－１.（１）①～⑧ 

建設企業   第４章４－１.（２）①～⑦ 

③  応募資格審査結果の通知 

本市は、応募資格審査の結果を応募者の代表企業に通知する。 

(2) 提案書類の確認 

本市は、応募者から提出された提案書類が全て揃っていることを確認する。 

ただし、軽微な書類不備等の場合は、この限りではないが、追加提出を求めるとともに技術 

評価に反映することもある。 

(3) 提案価格・基礎審査 

①  提案価格審査 

本市は、応募者が提出した提案価格が、見積上限価格以内であることを審査する。 

見積上限価格を超えた場合は失格とする。また、価格が著しく低い提案者については、プレ

ゼンテーション時において価格の妥当性等についてヒアリングを行う。 

②  基礎審査 

本市は、提案価格が見積上限価格以内である応募者を対象として、要求水準内容の審査を

実施する。提案内容が「要求水準書」に定めた要求水準を満たしているか否かを審査する。要

求水準を満たしていない場合は失格とする。 

       本市は、提案価格及び基礎審査の結果を、応募者の代表企業へ通知するとともに、プレゼ

ンテーションの日程を応募者に伝える。 

 

(4) プロポーザル審査委員会 

事業者の選定にあたり、○○市プロポーザル審査委員会（以下、「審査委員会」という。）を設置

する。審査委員会は、提案内容審査における事業者選定基準や募集要項の事業者選定に関す
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る書類の検討を行うほか、事業者選定における以降に示す事項を実施する。 

 

 
氏名 所属名 備考 

委員長    

副委員長    

審査委員    

審査委員    

審査委員    

(5) プレゼンテーションの実施 

提案価格の審査及び基礎審査後、応募者ごとにプレゼンテーションを実施し、当該応募者に 

対し、ヒアリングを行う。 

(6) 提案内容の審査 

応募者が提出した提案内容に対して、審査項目及び配点に基づき得点化を実施する。詳細 

については、事業者選定基準に示す。 

 

 

(7) 技術評価点の得点化方法 

技術評価点は、評価項目ごとに以下のとおり４段階の評価を行い、得点化する。 

なお、技術評価点は、小数点第１位までを求める。 
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判断基準 評価 得点化方法 

特に優れている Ａ 配点×1.00 

優れている Ｂ 配点×0.60 

やや優れている Ｃ 配点×0.30 

特に優れている点が認められない Ｄ 配点×0.00 

(8) 価格評価点の得点化方法 

価格評価点は、次の方法により得点化する。 

価格評価点＝20 点×（１－応募者の提案価格（税抜）÷見積上限価格（税抜）） 

なお、価格評価点は、小数点第３位以下を四捨五入し、小数点第２位までを求める。 

提案価格が著しく低く、ヒアリングによって提案価格の妥当性が認められない提案について 

は、上記算出に基づく点数化を実施しない場合もある。 

(9) 最優秀提案者等の選定 

各応募者の総合評価点が最も高い提案を最優秀提案とし、最優秀提案者に選定する。 

また、最優秀提案の次に優秀な提案を優秀提案とし、優秀提案者に選定する。 

ただし、総合評価点が同点の時は、技術評価点が最も高い応募者を選定する。 

(10) 優先交渉権者の決定 

本市は、審査委員会より選定された最優秀提案者を本事業の優先交渉権者に優秀提案者を

次点交渉権者に決定する。 

(11) 審査結果の通知及び公表 

本市は、審査委員会における審査及び選定の結果を取りまとめて、速やかに応募者に対して

通知するとともに、本市ホームページで公表する。なお、電話等による問い合わせには応じな

い。 
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６．プロポーザル審査委員会の審査結果 

（１）審査の手順 

 

 

 

募集要項の公表

応募資格の審

提案書類の提出 

基礎審査 

提案内容の審査 

（プレゼンテーション） 

技術評価点の算出 

(８０点満点) 

総合評価点の算定   

（１００点満点） 

最優秀提案者及び優秀提案者の選定 

失格 

NG 

OK 

失格 OK 

価格評価点の算出 

（２０点満点） 

提案価格審査 

失格 

OK 
NG 

NG 

優先交渉権者の決定 
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（２）基礎審査 

本市は、応募者の提案書に記載されている事項が、要求水準書に定めた要求水準を満た

しているかについて審査を行った。この結果、応募者の提案書に記載されている事項が、

要求水準書に定めた要求水準を満たしていることを確認した。 

 

（３）技術評価審査（技術評価点）の結果 

審査委員会は、以下に示す内容により技術評価点（80 点満点）に対して、技術評価に

おける妥当性の判断基準を、Ｂ評価（優れている）の 60%以上であることを前提に審査

を行った。事業者選定基準に示す審査方法に基づく応募者番号 1番の技術評価点の合計

得点は、○○点の得点結果となり、妥当であると判断した。 

大項目 中項目 
点数 

配分 

応募者番号   

1 番の得点 

（１）会社概要 
① 設計企業の実績 5  

② 建設企業の実績 5  

（２）提案概要につい 

て 

① 工事概要 5  

② 工事の確実性 8  

③ 近隣住民への対応 5  

（３）設計・施工計画 

について 

① 設計の考え方 8  

② 施工計画 8  

（４）工期や性能に対 

する安全性 

① 工期の確実性 5  

② 性能保証を行うための方策等 8  

（５）緊急時の対応 ① 緊急事態発生時の対応 5  

（６）ライフサイクル 

コスト 

① 月間あたりの使用電力量(kwh/月） 8  

② ライフサイクルコスト 10  

合     計 80  

※事業者選定基準に基づき、技術評価点の合計点は、小数点第１位とした。 

（４）提案価格の審査（価格評価点）の結果 

本市は、応募者が提出した提案価格に対して、次式により得点化を行い、提案価格が 

見積上限価格以内であることから妥当である判断した。 

価格評価点の計算にあたっては、小数点以下第３位を四捨五入し小数点第２位とした。 

価格評価点＝20 点×（1－応募者の提案価格(税抜)÷見積上限価格(税抜)） 
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項目 応募者番号 1番の得点 

見積上限価格  

提案価格  

価格評価点  

 

（５）総合評価結果 

審査委員会は、技術評価点と価格評価点の合計を次式に基づいて加算した値を総合評価

点とした。 

本事業は、技術的な提案内容を評価する公募型プロポーザル方式を採用していることか

ら、審査委員会は、提案内容を踏まえた技術評価を重視した。 

応募者番号 1番の技術評価点の合計得点は、審査委員会での技術評価の判断基準を満た

しており、提案価格においても見積上限価格以内であった。 

よって、審査委員会は、総合評価点が妥当であると判断し、応募番号 1番を最優秀提案

者として選定した。 

総合評価点（100 点満点）＝技術評価点（80 点満点）＋価格評価点（20 点満点） 

 

項目 応募者番号 1番の得点 

技術評価点  

価格評価点  

総合評価点  
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⑪T 市（設計・施工一括発注方式による検討事例） 

１  契 約 ス キ ー ム  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２  設 計 会 社 ・ 施 ⼯ 会 社 の 連 携 に お け る メ リ ッ ト  

 設 計 会 社 の ⼯ 事 に 対 す る 理 解 度 が 増 し 、 よ り 現 場 状 況 を 踏 ま え
た設計が可能となっている。  

 設 計 段 階 で は 通 ⾏ ⽌ め 施 ⼯ を 予 定 し て い た 箇 所 が 、 時 間 帯 に よ
っては交通量が多い道路であることが 確認されため、敷設位置
を早期に変更した。これにより、⼯程変更をすることなく、⽚
側交互通⾏での施⼯を実施することが出来た。  
 

３  本 発 注 ⽅ 式 に お け る 課 題 点  
 今 回 の 設 計 ・ 施 ⼯ ⼀ 括 発 注 で は 、 ⺠ 間 の 創 意 を 重 点 に 置 い た た

め、発注者から特定の先⾏⼯事箇所を指定していない。そのた
め、建設会社は、全体⼯程策 定後に占⽤物の⽀障移転計画を策
定することとなり、初期の進 捗が通常の⾯整備より悪い。  

 
４  次 期 発 注 ⽅ 式 へ の 改 善 点 ・ 考 察  

 次 期 設 計 ・ 施 ⼯ ⼀ 括 発 注 で は 、 試 掘 等 を 実 施 す る こ と で 事 前 に
先 ⾏ ⼯ 事 箇 所 を 選 定 し 、 ⽀ 障 移 転 等 の 事 務 作 業 を 早 期 に 出 来 る
状態にする。  

Ｔ市下水道課 
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 本 市 の 場 合 、 ⽔ 道 の ⽀ 障 移 転 が 下 ⽔ 道 整 備 の ⼯ 程 に ⼤ き く 影 響
されており、⽔道⽀障移転事 業と下⽔道整備事業の連携を更に
強化するために、各関係機関 及び各業者によりメリットが⽣じ
る事業スキームを研究していく。  

 
（次ページ以降に本発注にお ける特記仕様書を⽰す）  
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設計・施⼯⼀括発注⼯事特記仕様書  

 
１ .１  適  ⽤  

１  本 特 記 仕 様 書 は 、下 ⽔ 道 管 路 築 造 ⼯ 事 に お い て 設 計・施 ⼯ ⼀ 括 発 注 ⽅ 式
を 採 ⽤ す る ⼯ 事 に 適 ⽤ す る 。  

 

１ .２ 設計・施⼯⼀括発注⽅式の⽬的  
１  設 計・施 ⼯ ⼀ 括 発 注 ⽅ 式 と は 、建 設 ⼯ 事 と 実 施（ 詳 細 ）設 計 を ⼀ 括 で 発

注 す る こ と に よ り 、⺠ 間 企 業 の 優 れ た 技 術 を 活 ⽤ し 、設 計・施 ⼯ の 品 質
確 保 、 合 理 的 な 設 計 、 効 率 性 を 図 る こ と を ⽬ 的 と す る 。  

 

１ .３  設 計 ・ 施 ⼯ ⼀ 括 発 注 ⽅ 式 の 実 施 ⽅ 針  
１  請 負 業 者 は 、設 計 業 務 担 当 と 連 携 し 基 本 設 計 を 基 に 詳 細 設 計 を ⾏ い 、こ

れ を 受 け て 効 率 的 な 下 ⽔ 道 整 備 を ⾏ う 。  

 

２ .１  「 管 理 技 術 者 及 び 担 当 技 術 者 」 に 関 す る こ と  
１  設 計 業 務 に あ た り 、設 計 部 ⾨ の 責 任 者 と し て 下 記 に ⽰ す 資 格 を 有 し た 管

理 技 術 者 を 配 置 す る こ と 。  

２  管 理 技 術 者 は 、技 術 ⼠ 法 の「 上 下 ⽔ 道 部 ⾨ － 下 ⽔ 道 」の 技 術 ⼠ 資 格 ま た
は RCCM｢下 ⽔ 道 部 ⾨ ｣の 資 格 を 有 し 、業 務 届 出 時 に 資 格 証 の 写 し を 添 付
す る 。  

３  設 計 業 務 に 担 当 技 術 者 を 配 置 す る 場 合 は 、過 去 １ ０ 年 以 内 に 下 ⽔ 道 管 路
の 実 施 設 計 実 務 経 験 が あ り 、調 査 設 計 業 務 実 績 情 報 サ ー ビ ス（ TECRIS）
に 登 録 さ れ た 技 術 者 を 配 置 し 、か つ そ れ を 証 明 す る 受 領 書 等 の 写 し 等 を
提 出 す る こ と 。  

 
２ .２  「 照 査 技 術 者 及 び 照 査 の 実 施 」 に 関 す る こ と  

１  請 負 業 者 は 照 査 の 実 施 に あ た り 、上 記 管 理 技 術 者 と は 別 に 照 査 技 術 者 を
配 置 す る こ と 。  

２  照 査 技 術 者 は 、技 術 ⼠ 法 の「 上 下 ⽔ 道 部 ⾨ － 下 ⽔ 道 」の 技 術 ⼠ 資 格 ま た
は RCCM｢下 ⽔ 道 部 ⾨ ｣の 資 格 を 有 し 、業 務 届 提 出 時 に 資 格 証 の 写 し を 添
付 す る 。  

３  照 査 技 術 者 は 、 管 理 技 術 者 お よ び 担 当 技 術 者 を 兼 ね る こ と が で き な い 。 

 
 
３ .１  「 設 計 業 務 計 画 書 」 に 関 す る こ と  
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１  請 負 業 者 は 、本 契 約 締 結 後 １ ５ ⽇ 以 内 に 設 計 業 務 に 関 す る 業 務 計 画 書 を
作 成 し 、 管 理 技 術 者 の 確 認 の 後 、 監 督 員 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  業 務 計 画 書 に は 設 計 書 に 記 載 さ れ て い る 設 計 業 務 に 関 す る す べ て に つ
い て 記 載 す る こ と 。た だ し 、現 況（ 試 掘 等 ）調 査 、地 質 調 査 等 詳 細 な 業
務 計 画 に つ い て は 、調 査 個 所 等 を 監 督 員 と 協 議 し 、現 況（ 試 掘 等 ）調 査 、
地 質 調 査 等 の 業 務 を 開 始 す る ５ ⽇ ま で に 提 出 す る 。  

 

 

３ .２  「 ⼯ 程 管 理 表 」 に 関 す る こ と  
１  請 負 業 者 は 、施 ⼯ 計 画 書 に 記 載 さ れ る「 実 施 ⼯ 程 表 」に は 、設 計 業 務 の

⼯ 程 を 併 せ て 記 載 し 、 管 理 技 術 者 の 確 認 を 得 て 監 督 員 に 提 出 す る ま た 、
「 実 施 ⼯ 程 表 」 を 変 更 し た 場 合 に つ い て も 同 様 と す る 。  

２  契 約 期 間 に 毎 ⽉ ５ ⽇ ま で に 報 告 さ れ る「 履 ⾏ 報 告 」に つ い て も 管 理 技 術
者 の 確 認 を 得 て 監 督 員 に 提 出 す る 。   

 

４ .１  設 計 業 務 を 第 ３ 者 に 委 託 し た 場 合 の 届 出 に つ い て  
１  請 負 業 者 は 、設 計 業 務 の 全 部 ⼜ は ⼀ 部 を 第 ３ 者 に 委 託 し 、⼜ は 請 負 わ せ

よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 監 督 員 に 届 け ね ば な ら な い 。  

２  前 項 の 届 出 に お い て 設 計 業 務 を 第 ３ 者 に 委 託 し 、⼜ は 請 負 っ た 者 が 不 適
当 と 認 め た と き は 、請 負 者 に 対 し そ の 請 負（ 設 計 業 務 ）を 中 ⽌ し 、⼜ は
変 更 さ せ る も の と す る 。  

 

４ .２  委 託 契 約 書 （ 写 ） の 提 出 に つ い て  
１  請 負 業 者 は 、設 計 業 務 を 第 ３ 者 に 委 託 し 、⼜ は 請 負 わ せ よ う と す る と き

は 、そ の 者 と 業 務 着 ⼿ 前 ま で に 書 ⾯ に よ る 請 負 契 約 書 を 締 結 し な け れ ば
な ら な い 。  

２  締 結 す る 契 約 書 は 、建 設 業 法 第 １ ９ 条 を 準 拠 し た 事 項 を 書 ⾯ に 記 載 し 契
約 締 結 後 、 速 や か に 監 督 員 に そ の 写 し を 提 出 す る 。  

 
５ .１  設 計 業 務 の 独 ⽴ 性 の 担 保 に つ い て  

１  請 負 業 者 は 、「 設 計 業 務 へ の 施 ⼯ に 偏 り す ぎ た 設 計 」、及 び「 施 ⼯ 本 意 の
ス ケ ジ ュ ー ル に よ り 、⼗ 分 な 検 討 時 間 が 確 保 で き な い 」等 が な い よ う に 、
設 計 業 務 が 独 ⽴ で き る 環 境 の 整 備 を 図 ら な け れ ば な ら な い 。  

２  請 負 業 者 は 、監 督 員 が ⾏ う「 設 計 業 務 の 独 ⽴ 性 」を 確 認 す る た め 、管 理
技 術 者 と の ヒ ア リ ン グ の 実 施 に 協 ⼒ し な け れ ば な ら な い 。  

 

６ .１  詳 細 設 計 の 承 認 に つ い て  
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１  設 計 業 務 で 作 成 さ れ た 詳 細 設 計（ 案 ）に つ い て は 、主 任 技 術 者 及 び 管 理
技 術 者 双 ⽅ の 確 認 後 、 監 督 員 の 承 認 を 得 な け れ ば な ら な い 。   

２  請 負 業 者 は 、 監 督 員 が 承 認 し た 詳 細 設 計 を 基 に 下 ⽔ 道 整 備 を 実 施 す る 。 

 

（次ページ以降に本発注にお ける事業フローを⽰す）  
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民

＜面整備における設計・施工一括発注方式の事業フロー＞

官

精度の高い基本設計

性能発注工種 仕様発注工種

公募開始

募集公告
総合評価簡易型

施工提案作成建設共同企業体決定

基本設計照査（設計会社）

試掘・測量調査（建設会社）

詳細設計（案）作成

現場監督

1年目施工・工事監理

①早期着工

②承認後 着工

変更契約締結

検査

1年目支払い

2年目施工・工事監理現場監督

① 変更無

詳細設計（案）確認

管理技術者 主任技術者

詳細設計承認

建設業同企業体（建設グループ）からの

詳細設計に対し発注者（官）の承認

② 詳細設計

建設共同企業体契約締結

設計会社委託契約

建設共同企業体

設計会社

建設グループ
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（４）例文集 
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①「下水道整備事業導入可能性調査 業務内容」のイメージ 

 

○○地区下水道整備事業導入可能性調査 

業務内容 

 

１. 導入検討の手順 

導入可能性調査では、まず施設計画から検討を開始し、それを踏まえて事業スキーム

やリスク分担を整理する。これらの基本的な条件を踏まえて民間事業者の参入意向調査

を踏まえてＶＦＭを算定しＰＰＰ／ＰＦＩの導入判断を行う。ＰＰＰ／ＰＦＩ事業を実

施すると判断した場合は、事業者特定のプロセスやモニタリング体制の検討を行う。 

 

２. 施設計画の概略検討 

対象となる事業について、導入の目的、対象となる施設・設備及びその概要、関連す

る法制度等を整理する。 

 

３. ＰＰＰ／ＰＦＩ方式の事業スキームの検討 

公共と事業者の役割分担の検討や、事業範囲と事業期間の検討、事業者の事業範囲の

詳細化（付帯事業等の検討含む）を行う。 

また、事業方式として、ＤＢ、ＤＢＯ、ＢＴＯ等の事業方式の比較検討を行う。 

 

４. リスク分担の検討 

事業実施時の主要なリスクを整理し、そのリスクの対象方針及び官民での分担方法に

ついて検討する。 

 

５. 民間事業者の参入意向調査 

事業に関連する民間事業者や金融機関に対して本事業への関心や参入する場合の条

件等についてヒアリングを実施する。 

 

６. ＶＦＭの算定 

公共工事で事業を実施した場合のコストとＰＰＰ／ＰＦＩにより実施した場合のコ

ストを概算し、二つのコストを比較しＶＦＭを算出する。 

 

７. 事業者特定のプロセスの検討 

民間事業者の特定方法や契約のスケジュールに関して基本的な方針を検討し整理す

る。 

８. モニタリング体制・方法の検討 

ＰＰＰ／ＰＦＩにより事業を開始した際のモニタリングの体制のあり方及びその実

施方法、モニタリングでチェックする指標等を整理する。 
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②「下水道整備事業アドバイザリー業務 業務内容」のイメージ 

 

○○地区下水道整備事業アドバイザリー業務 

業務内容 

１．アドバイザリー業務内容一覧 

○○地区下水道整備事業における事業者選定アドバイザリー業務の主な内容を示す。業

務内容は、下記に示す事項を中心として、業務実施方針の策定から事業者契約までの事業

者選定全過程について発注者の支援を行う。 

 

① 整備・運営事業内容について 

② 実施方針の作成内容確認作業 

③ 事業推進に関連する資料作成補助業務 

④ 事業者選定委員会の運営に関連した補助作業 

⑤ 入札関係書類の作成、説明会、質疑応答及びその公表支援業務 

⑥ 入札・事業者選定関係作業の支援業務 

⑦ 契約の締結に関する支援業務 

⑧ 弁護士による精査 

２．実施方針の作成 

本業務は、本事業参画意思のある民間事業者に本事業の内容を伝えるために作成するも

のである。実施方針に記載する内容は、次の 5項目である。 

① 事業概要 

② 募集及び選定に関する事項 

③ 事業者の募集・選定スケジュール 

④ 民間事業者の責任の明確化等、事業の適性 

⑤ 公共施設等の立地並びに規模及び配置 

また、実施方針公表後の質問回答については、民間側の質問事項を項目別（技術・財務・

法務）に整理し、回答原案を作成し発注者と協議・調整の上、回答書を作成する。 

３．事業推進に関連する資料作成補助業務 

債務負担行為、予算・決算等のための資料作成支援を行なう。 

４．事業者選定委員会の運営に関連した補助作業 

学識経験者等委員の構成・候補者を提案し、委員会設置後は選定委員会運営全般に関す

る支援を行う。 

具体としては、各委員に対してスケジュールを含む運営内容の説明と、委員からの質問

に対する回答の作成や、各種公表資料に関する事前調整・詳細内容の説明を行う。 
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５．入札関係書類の作成、説明会、質疑応答及びその公表支援業務 

次の入札関係書類を作成する。 

① 募集要項（入札説明書） 

入札説明書は、実施方針を入札用に修正及び加筆したものであり、事業の目的

からスケジュールや、募集での必要要件・対価の支払い方法に至るまで全ての事

項を列記したものである。 

② 様式集 

事業者に提案書を記載させるフレーム集であり、財務・技術の両面から作成す

る。様式集を定める目的は、審査を容易にし、また同一視点での評価や絶対評価

を行うことが可能とするためである。様式集作成に当たっては、官側の関心の高

い事項の提案がなされるように、また民間事業者が落札者決定基準に則した記載

を行えるように、提案を求めるべき内容を検討して作成する必要がある。 

③ 要求水準書 

要求水準書は、発注者が示す最低限の仕様及び性能を規定するものである。要

求水準書作成に当たっては、発注者の意向を踏まえ、既存施設・設備等との整合

性も考慮して定める必要がある。また、発注者が提供する各種図面や既存図書等

について、要求水準書と合わせて開示資料として整理を行う。 

④ 事業者選定基準（落札者決定基準） 

事業者選定基準は、先に示した様式集とリンクした落札基準を定めるものであ

る。作成に当たっては、通常、開示する範囲は、具体の内容を除いた総論的な部

分であるが、審査会や改札後に求められる落札順位の講評を想定して、基準や考

え方、フローなどを準備しておく必要がある。具体的には、キーワードの整理・

検討、標準点の位置づけ、絶対評価を行うための審査フローなどである。 

⑤ 基本協定書（案） 

基本協定書（案）は、落札者が決定後に、速やかに契約を結ぶために事前に官

側から示すものである。 

⑥ 事業契約書（案） 

本事業に特化した契約書であり、要求水準に示す全ての事項を始め、ペナルテ

ィーの考えやモニタリングなど、発注者側において今後実施する可能性がある全

ての事項を記載するものである。 

本契約内容については、弁護士による内容確認を行い、将来における不測の事

態においても効力が発揮できる図書として取り纏める。 

６．入札・事業者選定関係作業の支援業務 

民間事業者の提案書の分析を事業者選定基準等に基づいて行う。具体としては、基礎審

査と提案審査の 2段階審査を実施する。 
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最初に基礎審査で、先に示した要求事項を満足しているか、各種計算にミスや欠如がな

いかなどの最低限の能力・計算チェックをアドバイザー側で実施する。 

次に基礎審査を合格した提案について、提案審査を実施する。提案審査では、落札者決

定基準に基づき審査を行うものであるが、事前に検討したフローとは別の考えや、特異な

ケースについては提案後において再度考え方をチェックし、できる限り絶対評価になるよ

うにアドバイスを実施する。 

特に、多岐にわたる案が想定できる事項については、各案について長所・短所が交わっ

た提案が提出されると想定されるので、民間側の意図を理解しつつ、将来における問題点

などを官側の視点で整理し、最も有効な提案を導くことができるように配慮する。 

事業者選定委員会においては、適正な評価が行われるよう、根拠ある明確な判断材料を

提供する。具体としては、実施方針の策定時に検討した事業者選定方法に準じて、具体の

事象を踏まえた技術的検討や模擬回答などの作成を入札前に実施し、発注者における事業

者選定の意思統一が図れるようにする。 

また民間提案の全てのケースについて事業シミュレーションをチェックし、実際のＶＦ

Ｍの精査についても実施する。 

７．契約の締結に関する支援業務 

落札者決定後に行なわれる発注者と事業者との契約に関する協議等の支援を行う。 

なお、基本協定書(案)及び事業契約書(案)の作成、並びにそれらの締結実施に際して、

弁護士による精査を行う。 
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③「官民連携手法導入検討調査業務委託公募型プロポーザル実施要領」例 

 

1. 目的 

○○市は、概ね 10 年後の平成 38 年度を目処に下水道事業を概成していくこととしている。 

平成○○年度末の公共下水道の普及率は○○％であるが、市街化調整区域に限れば○○％と低

く、さらなる事業推進が求められている。 

○○市では未普及解消を早期に実現するために「官民連携手法」の導入を模索しており、今回

の「官民連携手法導入検討調査業務委託(以下「本業務」という。）」により、課題の抽出や実施

方針(案)の作成等を行うこととしている。 

本業務は、下水道管渠の面整備に対して官民連携事業の本格導入を検討するものであり、他自

治体での導入実績や専門性の高い提案を求めるとともに、具体的かつ円滑に本業務を実施でき

る者を選定するために、公募型プロポーザル方式による受託事業者選定(以下「プロポーザル」

という。)に関して必要な手続き等を定めるものである。 

 

2. 業務概要 

① 業務名称：官民連携手法導入検討調査業務委託 

② 業務内容：  

③ 履行期間：契約締結日の翌日より平成○○年○月○○日まで 

④ 発注者 ：○○市 

○○市上下水道事業管理者  ○○ ○○ 

⑤ 担当者 ：○○市 ○○ (以下「事務局」という。) 

住所： 

電話：     FAX： 

E-mail： 

 

3. 参加募集方法 

○○市ホームページにおいて公表 

 

4. 選定方法 

公募型プロポーザル方式 

 

5. 提案上限額 

本業務の提案上限額は、○○円(消費税込み)とする。 

 

6. 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

① 会社に関すること 
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A) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項および第 2 項の規

定に該当しない者であること。 

B) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続き開始の申

立てまたは民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続

き開始の申立てがなされていないこと。 

C) 破産の申立てがなされていないこと。 

D) 手形交換所による取引停止処分を受けてから 2 年を経過しない者及び参加表明の日

から前 6ヶ月以内に手形もしくは小切手の不渡りがないこと。 

E) ○○市入札参加資格者名簿の測量設計コンサルタントに「下水道」の登録があるこ

と。 

F) 本業務委託の公告日から契約締結日までいずれの日においても、○○市指名停止基

準の規定により指名停止を受けていない者であること。 

② 業務実績に関すること 

過去○年間において、下水道の官民連携事業に関する検討業務の実績を有する法人であること。 

③ 管理技術者に関すること 

A) 管理技術者の資格等 

下水道分野における以下の資格のいずれかを有する者とする。 

 技術士(技術部門、又は総合技術監理部門) 

 その他技術士と同等と認められる資格 

 特別上級技術者(土木学会) 

 上級技術者(土木学会) 

 ＲＣＣＭ 

 工学博士 

B) 管理技術者に必要とされる同種または類似業務等の実績 

管理技術者は、過去○年以内に、下記のいずれかの実績を有すること。 

 同種業務：下水道の官民連携事業に関する検討業務 

 類似業務：各種事業の官民連携事業に関する検討業務 

 マネジメント業務：下水道の官民連携事業に関する検討業務の成果をマネジメ

ントした実務経験 

 研究：下水道の官民連携事業に関する研究実績 

④ 検討に必要な資料は貸与する。 

⑤ 支払い条件：業務完了検査合格後、一括支払い。 

⑥ その他 
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7. 日程 

プロポーザルによる選定における日程は、次のとおりとする。 

 

項  目 日  程 

実施要領の配布  

実施要領に関する質問受付  

質問の回答日  

参加表明書の受付  

参加資格審査結果の通知  

企画提案書等の提出期間  

企画提案書審査  

契約候補者の選出、結果通知（発送）  

契約締結  

 

8. 参加申込の方法 

① 提出期間：平成○○年○月○日（○)から 

平成○○年○月○日（○)必着まで 

② 提出場所： 

③ 提出方法： 

④ 提出書類、及び部数 

 プロポーザル参加表明書…原本○部 

 会社概要票…原本○部、副本○部 

 業務実績調書…原本○部、副本○部 

 会社概要 

 

9. 質問の受付及び回答 

 本プロポーザルに関する質問は、提出書類の作成に関するものとし、審査（評価）に係る

質問は一切受け付けない。 

① 受付期間：平成○○年○月○日（○)から 

平成○○年○月○日（○)まで 

② 受付方法：電子メール 

※電子メールについては、着信を確認すること。 

③ 回答方法：質問を取りまとめ、質問者の名称等を伏せたうえ、全ての参加資格者に電子
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メールにて回答する。ただし、評価基準の配点等に関する質問は、受け付けないものと

する。 

回答期日：平成○○年○月○日（○) 

④ その他 ：質問に対する回答内容は、本実施要領の追加、または修正として取り扱うも

のとする。 

 

10. 企画提案書等の提出 

① 提出期間：平成○○年○月○日（○)から 

          平成○○年○月○日（○)必着まで 

② 提出方法： 

③ 提出場所： 

④ 提出書類：別紙「企画提案書等提出届」に掲げる書類 

⑤ 提案書内容：別紙「仕様書」に基づき、次の内容について業務提案すること。 

A) 業務内容の把握と着眼点 

本業務の特徴（要求内容や制約など）を記述した上で、業務品質を確保するため

に必要な事項を抽出し記述すること。 

B) 業務実施方針 

 業務方針 

A)で抽出した事項の実施方針について、簡潔に記述すること。 

 実施体制の選定理由 

本業務の実施体制（技術職員などの配置）を選定するにあたって、作業分担ごとに

選定理由について記述すること。 

 審査及び照査の方針 

審査及び照査の方針に関する社内の規定の概要について述べるとともに、本業務の

遂行過程における成果物の審査及び妥当性等の照査に関する方針について記述する

こと。 

 成果品の編集方針 

分かりやすく、かつ活用しやすい成果品とするために、成果品の作成、及び取りま

とめ等、成果品の編集に関する方針について記述すること。 

C) 技術的提案とその解説 

以下に記載する項目について、技術的な提案（提案内容、提案理由、比較検討案

など）を記述し解説すること。 

 早期整備を考慮した管路施設整備計画の見直しについて 

本業務対象区域において未普及解消を早期に進めるうえでは、建設費、維持管理

費の投資効果や経済性を考慮し、管路施設の布設ルートの見直しが必要となる可

能性がある。管路施設の布設ルートを見直す際には、検討すべき事項及び留意点

を記述すること。 



 

資料-110 
 

 民間活力導入の可能性に係る留意事項について 

本業務対象区域の未普及解消に際しては、その他の民間活力導入の可能性につい

ても検討する必要がある。民間活力を導入にかかる業務範囲を検討する際に留意

すべき事項について記述すること。 

 効率的な本業務の実施について 

本業務の実施にあたり、限られた工期内で要求水準書を作成にするには、効率的

に業務を実施する必要がある。そのために検討すべき事項と留意点について記述

すること。 

D) 工程計画及び動員計画 

本業務における工程計画及び予定動員数について、別紙「仕様書」の作業項目に即した

計画を作成すること。 

業務の実施について、作業体制（資格等を明記）を詳細に記述し、作業分担内容につい

ても記述すること。 

E) その他追加提案等（本業務に必要と認められるもの） 

⑥ 記載方法 

A) 企画提案書は、A4 版とし、参考資料を含め 10 ページ以内とする。 

B) 文字サイズは、10.5 ポイント以上とし、下部中央にページ番号を振る。 

C) 図面、写真、参考資料等は A4 として適宜挿入する。 

⑦ 留意事項 

A) 提案書の提出後における書類の追加、修正及び再提出は原則認めない。 

B) 提案書の内容は、提案者が責任を持って必ず履行できる内容とする。 

C) 別紙「仕様書」に記載のない事項であっても、提案者の判断により本業務に必要で

あると判断する業務がある場合は、提案できることとする。ただし、これに係る経

費は提出する提案見積書に含むものとする。 

D) 提出された提案書は、当該提案者に無断で二次的な使用は行わない。 

E) 提案見積書の額が、提案上限額を超える場合は失格とする。 

 

11. プロポーザルの辞退 

参加資格を有する者が、本プロポーザルを辞退する場合は、企画提案書等の提出期間内

に事務局へ辞退届を提出すること。 

 

12. 審査・契約候補者の選定 

① 方法 

選定委員は全事業者企画提案書の内容について、個々に評価項目ごとに審査する。 

審査の評点の合計点が高い順に契約候補者及び次点者を決定する。 

なお、同一の点数が２者以上となった場合は、選定委員会の採決により決定する。 

また、１者のみの場合は、評価点 60 点以上(見積価格による配点は除く)を契約候補の条
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件とする。 

② 審査結果 

審査の結果について、審査終了後全ての参加者に文書で通知する。 

 

13. 企画提案書の評価 

 企画提案書の評価項目は以下のとおりとする。 

評   価   項   目 配  点 

管理技術者の経験及び能力 
資格要件 5 点 

専門性・経験 5 点 

業務の内容の把握と着眼点 5 点 

業務実施方針 10 点 

テーマに対する

企画提案 

早期整備を考慮した管路施設

整備計画の見直しにあたって

の留意事項 

的確性 10 点 

実現性 10 点 

民間活力導入の可能性に係る

留意事項 

的確性 10 点 

実現性 10 点 

効率的な本業務の実施につい

て 

的確性 10 点 

実現性 10 点 

工程管理 工程計画・動員計画 10 点 

その他提案 独創性 5 点 

計 100 点 

見積価格 10 点 

合    計 110 点 

※企画提案書の評価のため、必要に応じて管理技術者から説明を求める場合がある。 

 

 

 

14. 契約 

審査の結果、契約候補者と本業務仕様の契約交渉を行う。ただし、次のいずれかに該当し契

約候補者と契約が締結できない場合は、次点者と契約交渉を行うものとする。 

① 契約候補者が審査後に本要領 6 に定める参加資格要件を満たすことができなくなった場

合。 

② 契約候補者と契約交渉が成立しない場合。 

③ その他の理由により契約候補者と契約の締結が不可能となった場合。 
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15. 業務委託の範囲 

  本業務の範囲は別紙「仕様書」を基本とするが、本市の判断により契約締結時において提

案者が提案書により行った追加提案等の内容を追加、変更できることとする。 

 

16. その他の留意事項 

① 次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

A) 必要書類を提出期限までに提出しない場合。 

B) 提出書類に虚偽の記載があった場合。 

C) 本プロポーザルに関して不正または公正さを欠く行為等があった場合。 

② 提出書類の記載内容に関する責任は提案者が負うものとする。 

③ 本プロポーザルに要する費用は提案者の負担とする。 

④ 提出された書類の返却はしないものとする。 

⑤ 提案者が提出できる提案書等は、１提案のみとする。 

⑥ 審査結果の説明を求める場合、審査結果通知を発送した翌日から起算して 5 日以内(土・

日曜、祝日を除く)に書面（任意様式）にて行うものとし、請求に対する事務局の対応は

次のとおりとする。 

A) 書面により回答する。 

B) A)による回答に対する異議は認めない。 

⑦ 本要領に定めのない事項については、協議の上決定する。 
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④技術提案・交渉方式における基本協定書例 

○○公共下水道整備事業 

基本協定書（案） 

 

【注：本基本協定書（案）は、建設企業及び設計企業のいずれもが複数の企業により構成される

場合を想定したものである。建設企業及び設計企業のいずれか又はいずれもが一の企業である場

合には、共同企業体の組成を前提とした記載を調整した上で、締結することを予定している。】 

 

 ○○公共下水道整備事業（以下「本事業」という。）に関して、○○市（以下「発注者」という。）、

[  ]（以下「代表企業」という。）を代表企業とする企業グループを構成する末尾当事者（優先

交渉権者）欄に記名押印した各社（以下総称して「優先交渉権者」という。また、当該企業グル

ープのうち、建設工事業務を請け負うことが予定されている代表企業、[  ]及び[  ]を総称

して、「建設企業」といい、設計・施工監理業務を受託することが予定されている[  ]及び[  ]

を総称して「設計企業」という。）は、以下のとおり合意し、本基本協定書（以下「本協定」とい

う。）を締結する。 

 

（目的） 

第1条 甲発注者及び優先交渉権者は、以下の各事項を目的として本協定を締結する。 

(1)本事業に関し公表された「○○公共下水道整備事業 募集要項」（その後の修正及びこれに

関する質問に対する回答として公表された回答結果を含む。）に基づき、優先交渉権者が、本

事業の優先交渉権者として選定されたことを確認すること 

(2)以下の各契約の締結に向けた発注者及び優先交渉権者の義務を定めること 

①発注者及び建設企業共同企業体（第 3条に定義する。）が締結することを予定している建設

工事業務に係る工事請負契約（以下「請負契約」という。） 

発注者及び設計企業共同企業体（第 3条に定義する。）が締結することを予定している設計・

施工監理業務に係る業務委託契約（以下「委託契約」といい、請負契約と総称して、「事業契

約」という。） 本事業の円滑な実施等に必要な各当事者の協力義務及び諸手続きその

他必要な事項について定めること 

 

（当事者の義務） 

第2条 甲発注者及び優先交渉権者は、事業契約の締結に向けて、それぞれ誠実に対応するもの

とする。 

2 優先交渉権者は、本事業の公募手続における発注者及び○○公共下水道整備事業プロポーザ

ル審査委員会の要望事項又は指摘事項を尊重するものとする。 

 

（共同企業体の組成） 

第3条 建設企業は、請負契約の締結に先立ち、優先交渉権者が本事業に応募するに当たって、
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発注者に対して提出した書類（参加表明書、事業実施体制に係る書面、見積書、工事概要に関

する事項に係る書面、設計の考え方に関する事項に係る書面、施工計画に関する事項に係る書

面を含むが、これらに限られない。以下「事業者提案」という。）並びに発注者が定める特定

建設工事共同企業体取扱要綱に則り、建設企業の全てを組成当事者とする共同企業体（以下「建

設企業共同企業体」という。）を組成するものとし、建設企業共同企業体の組成及び運営に関

し、共同企業体協定書（以下「建設企業協定書」という。）を締結のうえ、これを維持するも

のとする。 

2 設計企業は、委託契約の締結に先立ち、事業者提案及び発注者が定める設計共同体取扱要綱

に則り、設計企業の全てを組成当事者とする共同企業体（以下「設計企業共同企業体」という。）

を組成するものとし、設計企業共同企業体の組成及び運営に関し、共同企業体協定書（以下「設

計企業協定書」といい、建設企業協定書と総称して、「企業協定書」という。）を締結のうえ、

これを維持するものとする。 

 

（企業協定書の変更等） 

第4条 乙優先交渉権者は、企業協定書を締結した後、速やかに、その写しを発注者に対して提

出するものとする。その後、企業協定書のいずれかを変更したときには、優先交渉権者は、

速やかに変更後の企業協定書又は変更のための覚書、その他の契約書の写し若しくはその他

の変更内容を証する書面を発注者に対し提出するものとする。 

 

（本事業の実施） 

第5条 本事業に関し、優先交渉権者は、建設工事業務については建設企業共同企業体に実施さ

せ、設計・施工監理業務については設計企業共同企業体に実施させるものとする。 

2 優先交渉権者は、自己が実施を担当する業務を誠実に遂行するものとする。 

3 優先交渉権者は、発注者の事前の書面による承諾がない限り、第 1 項の本事業に関する自己

の担当業務を第三者に委託又は請け負わせてはならないものとする。 

（優先交渉権者の相互協力義務） 

第6条 乙優先交渉権者は、建設企業であるか、設計企業であるかを問わず、本事業の全部につ

き、その円滑な実施のため、事業者提案に従い、相互に誠実に協力しなければならない。 

2 建設企業は、事業者提案に従って本事業を円滑に実施するため、請負契約を締結する前にお

いても、設計企業共同企業体が委託契約を履行するに当たって必要な事項（設計企業共同企業

体が本事業に係る設計を行うに当たって必要な情報提供を含むが、これに限られない。）につ

き、設計企業共同企業体に誠実に協力するものとする。ただし、建設企業は、発注者との間で

明示的な合意をしない限り、かかる協力をするに当たって要した費用及び報酬を、発注者に対

して請求することはできない。 

 

（事業契約の締結） 

第7条 甲発注者及び設計企業共同企業体は、平成○○年○月中旬を目途として、事業者提案に



 

資料-115 
 

従い、委託契約を締結するものとする。 

2 発注者及び建設企業共同企業体は、事業者提案に記載した時期（ただし、遅くとも平成

○○年度中とする。）を目途として、事業者提案及び本事業の設計書その他委託契約の成果物

に従い、請負契約を締結するものとする。 

 

（準備行為） 

第8条 事業契約締結前であっても、優先交渉権者は、自己の責任及び費用で本事業に関して必

要な準備行為を行うことができるものとし、発注者は、必要かつ可能な範囲で優先交渉権者

に対して協力するものとする。 

2  建設企業共同企業体及び設計企業共同企業体は、各々請負契約又は委託契約締結後速や

かに、前項の定めるところに従ってなされた準備行為の結果を各共同企業体に承継させるも

のとする。 

 

（事業契約の不調） 

第9条 事業契約が締結に至らなかった場合には、本協定に別段の定めがない限り、既に発注者

及び優先交渉権者が本事業の準備に関して支出した費用は各自の負担とし、相互に債権債務

関係の生じないことを確認する。ただし、①[  ]年[  ]月[  ]日までに設計企業共同

企業体が、②[  ]年[  ]月[  ]日までに建設企業共同企業体が、正当な理由なく事業

契約を締結しない場合又は事業契約を締結しない意向を発注者に明示的又は黙示的に通知し

た場合、当該正当な理由なく事業契約を締結しない者は、事業者提案に記載されている本事

業に係る金額並びにこれに係る消費税及び地方消費税の合計額の5%に相当する金額を違約金

として発注者に対して支払うものとする。 

 

（有効期間） 

第10条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、事業期間の満了日を終期とし、

発注者及び優先交渉権者を法的に拘束するものとする。 

2 前項の定めにかかわらず、事業契約のいずれもが締結に至らなかった場合には、当該事

業契約の締結が不調に終わったことが確定した日をもって本協定は終了するものとする。 

3 前 2 項の定めにかかわらず、委託契約締結後、請負契約が締結に至らなかった場合には、

本協定のうち、委託契約及び設計企業共同企業体に関する部分は有効に存続する（ただし、

委託契約が、当該契約の定めに従って終了した場合を除く。）ものとし、建設企業及び建設企

業共同企業体に関する部分は終了するものとする。 

4 前 2 項の定めにかかわらず、本協定の終了後も、第 9 条、第 11 条、第 12 条、第 13 条、

第 14 条、第 15 条の定めは有効に存続するものとする。 

 

（発注者の解除権） 

第11条 甲発注者は、優先交渉権者のいずれかが次の各号のいずれかに該当するときは、本協定
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を解除することができる。 

(1) 優先交渉権者のいずれかが次のいずれかに該当するとき 

① 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若し

くは常時委託契約又は請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下、この号において同

じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号。以下「暴

力団対策法」という。）第 2条第 6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であ

ると認められるとき 

② 暴力団対策法第 2条第 2号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員が

経営に実質的に関与していると認められるとき 

③ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとみとめられると

き 

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき 

⑥ 再委託契約、下請契約又はその他の契約にあたり、その相手方が①から⑤までのいずれ

かに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき 

⑦ 優先交渉権者が、①から⑤までのいずれかに該当するものを再委託契約、下請契約又は

その他の契約の相手方としていた場合（⑥に該当する場合を除く。）に、発注者が優先交渉

権者に対して当該契約の解除を求め、優先交渉権者がこれに従わなかったとき 

(2) 事業契約に関して、次のいずれかに該当するとき 

① 公正取引委員会が、優先交渉権者のいずれかに違反行為があったとして私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）

第 7 条第 1 項若しくは第 2 項（同法第 8 条の 2 第 2 項及び第 20 条第 2 項において準用する

場合を含む。）、第 8条の 2第 1項若しくは第 3項、第 17 条の 2又は第 20 条第 1項の規定に

よる排除措置命令を行い、当該命令が確定したとき 

② 公正取引委員会が、優先交渉権者のいずれかに違反行為があったとして独占禁止法第 7

条の 2 第 1 項（同条第 2 項及び第 8 条の 3 において読み替えて準用する場合を含む。）の規

定により課徴金の納付を命じ、当該命令が確定したとき 

③ 優先交渉権者（優先交渉権者が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）のい

ずれかが刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の 6 又は第 198 条の規定に該当し、刑が確

定（執行猶予の場合を含む。）したとき 

 

（秘密保持等） 

第12条 甲発注者及び優先交渉権者は、本協定又は本事業に関連して相手方から受領した情報（以

下「秘密情報」という。）を秘密として保持及び管理するものとし、本協定に別段の定めがあ
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る場合を除いては、秘密情報を相手方の事前の承諾なしに第三者に開示してはならないもの

とする。また、発注者及び優先交渉権者は、本協定の履行又は本事業の遂行以外の目的に秘

密情報を使用してはならない。 

2 以下の情報は、前項の秘密情報に含まれないものとする。 

(1) 開示の時に既に公知である情報 

(2) 開示される前に自ら正当に保持していた情報 

(3) 開示の後に、発注者又は優先交渉権者のいずれの責めにも帰すことができない事由によ

り公知となった情報 

(4) 開示を受けた当事者が、第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報 

(5) 発注者及び優先交渉権者が前項に基づく秘密保持の対象としないことを書面により合意

した情報 

3 第 1 項の定めにかかわらず、発注者及び優先交渉権者は、次の場合には相手方の承諾を要

することなく、相手方に事前の通知を行うことにより、秘密情報を開示することができる。

ただし、相手方に対する事前の通知を行うことが、権限ある関係当局による犯罪捜査等へ

の支障を来たす場合は、かかる事前の通知を行うことを要さない。 

(1) 弁護士、公認会計士、税理士、国家公務員等の法令上の守秘義務を負担する者に開示す

る場合 

(2) 法令に従い開示が要求される場合 

(3) 権限ある官公署の命令に従う場合 

(4) 発注者が秘密保持契約を締結した発注者のアドバイザーに開示する場合 

4 発注者は、前各項の定めにかかわらず、本協定又は本事業に関して知り得た行政情報に

含まれるべき情報に関し、法令その他発注者の定める諸規程の定めるところに従って情報公開

その他の必要な措置を講じることができるものとする。 

5 優先交渉権者は、本協定又は本事業に関して知り得た個人情報の取扱いに関し、法令に

従うほか、発注者の定める諸規程を遵守するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第13条 乙優先交渉権者は、発注者の事前の書面による承諾を得た場合を除き、本協定上の地位

並びに本協定に基づく権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又は担保に供す

ることその他一切の処分を行ってはならないものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第14条 本協定は、日本国の法令に従い解釈されるものとし、本協定に関する一切の紛争につい

ては、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（誠実協議） 

第15条 本協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、発注者及び優先
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交渉権者は誠意をもって協議により解決するものとする。 

 以上の証として、本協定書を当事者数分作成し、各当事者がそれぞれ記名押印のうえ、各[ ]

通を保有する。 

 

平成○○年[ ]月[ ]日 

 

 

 

（発注者） 

 

（優先交渉権者） （代表企業・建設企業） 

所在地 

商号又は 

名称 

代表者                 印 

 

（建設企業） 

所在地 

商号又は 

名称 

代表者                 印 

（代表構成員・設計企業） 

所在地 

商号又は 

名称 

代表者                 印 

 

（設計企業） 

所在地 

商号又は 

名称 

代表者                 印 
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（５）その他 
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①参考資料 

 

内閣府民間資金等活用事業推進室『ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン』 

同上『ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガイドライン』 

同上『ＶＦＭ（Ｖａｌｕｅ Ｆｏｒ Ｍｏｎｅｙ）に関するガイドライン』 

同上『契約に関するガイドライン – ＰＦＩ事業実施契約における留意事項について』 

同上『モニタリングに関するガイドライン』 

（以上、内閣府民間資金等活用事業推進室ホームページ参照） 

 

国土交通省『設計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式実施マニュアル』 

国土交通省『下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託の性能発注の導入に向けた

取組み方針』 

国土交通省 下水道管路施設の管理業務における民間活用手法の導入に関する検討会『下水

道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン』 

国土交通省『建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の

運用ガイドライン』 

（以上、国土交通省ホームページ参照） 
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②図表リスト 

 

図１－１ 都市規模別汚水処理人口普及率（平成 26 年度末） 1

図１－２ コストキャップ型下水道の考え方に基づく下水道計画の検討手順 

（【未普及解消計画策定編】）と【官民連携事業導入編】の構成との関係性 

5

図２－１ 職員数比較のイメージ 12

図２－２ 人口規模別の下水道平均職員数（参考） 12

図２－３ 「人」に関する現状分析イメージ 13

図２－４ 未整備地域における家屋立地状況（整備需要及び整備手法）に関する現状把

握イメージ 

14

図２－５ 未整備地域における人口動向等（整備需要）に関する現状把握イメージ 15

図２－６ 既存ストック（処理場）の現状把握イメージ（位置及び経過年数等把握の例） 15

図２－７ 既存ストックの現状把握イメージ（経過年数把握の例） 16

図２－８ 「モノ」に関する現状分析イメージ 16

図２－９ 「カネ」に関する現状分析イメージ 18

図３－１ 優先指標の設定とその他指標の関係性（例） 20

図４－１ 検討単位区域設定のイメージ 25

図４－２ 処理区域設定のイメージ 27

図５－１ 未普及解消手法の導入目標把握のイメージ 35

図５－２ 下水道計画・設計の段階毎の検討視点（イメージ） 36

図５－３ 低コスト技術（整備手法）のパッケージ検討のイメージ 40

図５－４ 低コスト技術（整備手法）の検討事例 41

図５－５ PPP における発注・契約方式と事業範囲 42

図５－６ 複数年度の補助金交付による支出の平準化効果 44
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③Ｑ＆Ａ（官民連携事業導入編） 

 

Ｑ１．未普及解消事業に対しＰＰＰ／ＰＦＩ手法をどのように取り入れればよいですか？ 

Ａ１．§２０に示す通り、事業対象範囲によって未普及解消事業に適したＰＰＰ／

ＰＦＩ手法の方式が存在するので、事業効率性を最大にする方式を選択します。 

 

Ｑ２．未普及解消事業でＰＰＰ／ＰＦＩ手法を取り入れるメリットは何ですか？ 

Ａ２．§１３に示す通り、未普及解消事業の発注方式には複数の効率化等のメリッ

トが挙げられます。 

 

Ｑ３．事業導入に先立ってどのようなことを準備、整理すべきですか？ 

Ａ３．§２１に記載するように、庁内での整理、合意形成が必要となります。 

 

Ｑ４．未普及解消事業にＰＰＰ／ＰＦＩ手法を用いる妥当性をどのように確認しますか？ 

Ａ４．第９章（§２２～３１）に記載されているような導入可能性調査を実施しま

す。現状の分析と課題を抽出し、導入に係る今後の方向性を決定した後は、施設計

画の概略、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の事業スキーム、リスク分担についてそれぞれ検討

します。民間事業者の参入意向を調査し、事業効率性の検証を行った上で、事業者

特定のプロセスとモニタリング体制・方法を検討します。 

 

Ｑ５．未普及解消事業の実施時に生じるリスクをどのように考えますか？ 

Ａ５．§２７に示す通り、未普及解消事業においては特殊な工法、地形に特有のリ

スクを考察し、適切な分担を事業実施前に図る必要があります。 

 

Ｑ６．民間事業者にはＰＰＰ／ＰＦＩ手法を用いた未普及解消事業にどのように関与して 

もらいますか？ 

Ａ６．第１０章（§３２～４２）で記載されている通り、将来参入しようとする民

間事業者に事業内容と条件を理解してもらうための実施方針（案）を作成、公表し

ます。 

 

Ｑ７．公表した実施方針に応募する民間事業者との間でどのような契約を交わしますか？ 

Ａ７．第１２章（§５０～５４）で示す通り、契約方法に応じたフローによって契

約を締結します。 

 

Ｑ８．過去に行ったＰＰＰ／ＰＦＩ手法にはどのようなものがありますか？ 

Ａ８．資料編（３）⑤～⑪に、官民連携事業を実施した参考事例を掲載しています。 
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Ｑ９．面整備管渠のＤＢ一括発注方式を採用する際、地元企業の取り扱いについてどの 

ように考えればよいですか？ 

Ａ９．民間事業者の参画を検討する観点として、「地域貢献の観点」から緊急・災害

時における地域特性への対応が可能な地元企業活用の視点を整理して記載してあり

ますので参考にして下さい。 

また、地元企業の選定方法については、地方公共団体毎に異なるため、適宜対応し

て下さい。 

 

Ｑ１０．DB 一括発注方式において、基本設計は必要でしょうか。 

Ａ１０．発注後の大幅な設計変更を防ぐ観点として基本設計は必要だと考えてい

ます。しかし、事業計画における設計の精度については地方公共団体毎に異なる

ため、主旨をふまえ、適宜対応して下さい。 

 

Ｑ１１．基本設計の業者が詳細再設計を行う場合、基本設計業者に有利になる可能性はあ 

りませんか？  

Ａ１１．ＤＢ一括発注方式において、導入可能性調査又はアドバイザリー業務に

付随して基本設計を行った業者は、公平性の観点からＤＢの受注者側に参画でき

ないことを記載しているので参照して下さい。 

 

Ｑ１２．導入可能性調査における実施方針（案）の策定時期と、事業スキーム検討時に 

ＤＢ一括発注方式からＤＢＯ方式に変更する可能性はありますか？ 

Ａ１２．ＤＢ一括発注方式で発注し、提案内容によって維持管理が発生するよう

な事案が発生した場合、別途契約することは可能だと考えます。本マニュアルの

§４４の募集公告時の必要書類の中に別途契約可能な旨を記載していますので参

考にして下さい。 

 

Ｑ１３．ＤＢ方式やＰＰＰ／ＰＦＩ方式の場合、支障埋設物、特に水道管等の移設について

はどのように考えれば良いでしょうか？ＤＢ等の中で検討することも可能なので

しょうか。大規模で発注した場合の対応が懸念されます。 

Ａ１３．水道管などの移設については、当初より正確に金額に反映することは難

しいため、別途契約での対応となると考えられます。また、占用協議、用地補償、

水道管移設について、関係機関協議を事前に済ませておくことで官民双方のリス

クを低減することが可能であると考えられます。 
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Ｑ１４．面整備におけるＤＢ方式の（二重）契約フローについてどのような工事費の算出 

方法をしていますか。 

Ａ１４．工事額については従来官側が行ってきた積算を民側が行います。その際

に提案者の請負率をその工事費に乗じて請負工事費とし、これを受けて工事会社

が工事を行います。 

また、この請負工事費を基礎に設計変更を行うこととしています。 

 

Ｑ１５．導入可能性調査をどのように進めればよろしいですか。 

Ａ１5．「事務連絡 平成 29 年度事業執行にあたっての交付対象範囲の確認事項

について」に記載されている「事業の実施を前提としたＰＦＩ事業を含めた事業

実施手法の検討に関する調査」も活用し、検討を進めることが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


